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はじめに 

日本海溝・千島海溝沿いの領域では、プレート境界での地震、地殻内や沈み込

むプレート内での地震等、マグニチュード（以下「M」という。）７から M８を超

える巨大地震や、地震の揺れが小さくても大きな津波を発生させる“津波地震”

と呼ばれる地震まで、多種多様な地震が発生しており、幾度となく大きな被害を

及ぼしてきた。 

このため、これら過去に発生が確認されている地震をもとに策定された「日本

海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計画」（平成 18 年 3 月）等に基

づき地震・津波に対する防災対策を推進してきたところ、平成 23 年 3 月 11 日

に発生した平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（以下「東北地方太平

洋沖地震」という。）では、これまでの想定をはるかに超える M9.0 の地震が発生

し、宮城県栗原市で震度７、宮城県・福島県・茨城県・栃木県で震度６強を観測

したほか、東北地方から関東地方北部の太平洋側沿岸に巨大な津波が襲来し、死

者・行方不明者（震災関連死も含め）2 万 2 千人以上、全壊家屋 12 万棟以上の

甚大な被害が発生した。 

このような最大クラスの地震による津波災害に対応するため、東北地方太平

洋沖地震を契機として中央防災会議の下に設置された「東北地方太平洋沖地震

を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」の報告（平成 23 年 9 月）は、

「今後、地震・津波の想定を行うにあたっては、あらゆる可能性を考慮した最大

クラスの巨大な地震・津波を検討していくべきである」とし、「最大クラスの津

波に対しては、避難を軸に総合的な津波対策をする必要がある」と提言している。 

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震についても、このような考え方に沿い、最

大クラスの地震・津波を想定した検討を行うため、平成 27 年(2015 年)2 月に「日

本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会(以下「本モデル検討会」という。）」

（座長：（第 1回～第７回）阿部勝征 東京大学名誉教授、（第８回～）佐竹健治 

東京大学地震研究所教授）を内閣府に設置し、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地

震に係る各種調査結果や科学的な知見等を幅広く収集し、防災の観点から分析・

整理するなどして検討を進めてきた。 

最大クラスの地震・津波断層モデルの設定にあたっては、南海トラフの巨大地

震モデル検討会（内閣府, 2012）と同様に、日本海溝・千島海溝沿いで発生しう

る最大クラスの地震の震源域を設定した上で、スケーリング則に基づいて断層
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モデルの設定を行うことが可能か検討を行った。しかし、地震調査研究推進本部

地震調査委員会による「千島海溝沿いの地震活動の長期評価（第三版）」では、 

「太平洋プレートが陸のプレートに沈み込む部分は長大であるため、より大き

なものも想定可能である。例えば、主文のとおり三陸沖北部からカムチャツカ半

島沖までを同時に破壊する場合は長さ約 2400km、三重会合点付近からカムチャ

ツカ半島沖まで同時に破壊する場合は長さ約 3000km の海溝沿いで破壊が発生

するが、観測された最大の地震である 1960 年のチリ沖の地震（モーメントマグ

ニチュード（以下「Mw」という。）9.5）でさえ、震源域の長さは約 1,000km で

あり、それを超える地震がどのような規模・発生過程を持つのか推定することは

困難である。」と評価されている。 

一方で、東北地方や北海道太平洋沿岸については、過去 6000 年間に及ぶ津波

堆積物の調査が多くの地点でなされており、そのデータに基づいて過去 6000 年

間に起きた最大規模の津波の推定が可能である。そのため、本検討会では、東北

地方や北海道太平洋沿岸部で調査された津波堆積物の資料に基づき、それらの

津波堆積物地点まで津波が浸水しうる断層モデルを最大クラスの津波断層モデ

ルとして設定することとした。 

令和 2年 4月 21 日、本モデル検討会における最大クラスの地震・津波断層モ

デルの検討結果を踏まえ、中央防災会議防災対策実行会議の下に「日本海溝・千

島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ」（以下「ＷＧ」という。）が

設置され、当該地域における被害想定及び防災対策を検討する運びとなった。こ

のため、ＷＧでの検討のほか、道及び県での検討に資するため、最大クラスの地

震・津波断層モデルに関する検討の基本的な考え方や震度分布、津波高、浸水域

の推計結果等の本モデル検討会での検討の主要な事項について、それまでの検

討結果を取りまとめた資料を令和 2年 4月 21 日に公表した（岩手県の浸水想定

については令和 2年 9月 11 日に公表）。 

本報告書は、今般、ＷＧにおける被害想定や防災対策の検討が取りまとまった

ことから、本モデル検討会においても、ＷＧでの検討過程での審議を踏まえ、必

要な点検等を行い、最大クラスのモデル検討における考え方や基礎資料等の詳

細な分析・整理を行い報告書として取りまとめたものである。 
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第１編 共通編 

１．日本海溝・千島海溝沿いで発生する地震 

１－１．日本海溝沿いと千島海溝沿いの領域（範囲） 

太平洋プレートは日本列島の下に沈み込み、深い海溝を形成しており、房総沖

から青森県東方沖及び岩手県沖北部の沖合の海溝は日本海溝と呼ばれ、十勝沖

から択捉島沖及びそれより東の海溝は千島海溝と呼ばれている（図 1-1）。日本

海溝と千島海溝を区分する会合部は、襟裳海山の北西側で海山が海溝下に沈み

込んでおり、その陸側には襟裳岬まで連続する隆起帯が発達し、前弧斜面を南北

に分ける大きな構造境界になっている。 

日本海溝・千島海溝沿いの領域では、巨大な地震が繰り返し発生してきた。地

震調査委員会の長期評価（2017、2019）等により整理された日本海溝・千島海溝

沿いで発生した主な地震を、表 1-1 及び表 1-2 に示す。これらの地震の波源域

及びアスペリティの分布は、歴史資料または地震・津波観測データ解析に基づい

て推定されているが（図 1-2、図 1-3）、南海トラフ沿いの地震が過去 1300 年間

にわたる歴史資料があるのに比べ、日本海溝・千島海溝沿いの地震は歴史資料が

限られており、869 年貞観地震を除くと震源域・波源域が推定できる地震は、日

本海溝沿いでは約 400年前まで、千島海溝沿いでは約 200 年前までに限られる。

また、これらの推定された震源域等は、図から分かるとおり、近年の地震を除い

ては明確でないものがほとんどである。 

日本海溝・千島海溝沿いのプレート境界におけるプレート間固着に関しては

複数の研究があり、それぞれの解析条件及び解析期間によって結果は異なるが、

東北地方太平洋沖地震以前のデータに基づく解析結果では、東北地方太平洋沖

地震の震源域及び十勝沖～釧路沖に共通して大きな固着域が推定されている

（図 1-4、図 1-5）。また、一部の解析結果では、青森県東方沖及び岩手県沖北部

にも固着域が推定されている（図 1-4）。 

 

１－２．日本海溝・千島海溝沿いで発生する地震による津波 

日本海溝・千島海溝では、太平洋プレートが年間 8～10cm の速さで西北西に

沈み込んでいる。このため、この領域では太平洋プレートと陸のプレートまたは

フィリピン海プレートとの境界の地震（以下「プレート間地震」という。）、地殻
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内地震など、以下（１）～（７）に示す様々なタイプの地震が発生している（図

1-6）。 

（１）プレート間超巨大地震：869 年貞観地震や 2011 年東北地方太平洋沖地

震のようなプレート間で発生する M９クラスの超巨大地震であり、数百年

に１回程度の間隔で発生する。津波地震と連動する場合もある。 

（２）プレート間巨大地震：1968 年十勝沖地震や 2003 年十勝沖地震のような

プレート間で発生する M８クラスの地震であり、100 年に１回程度の間隔

で繰り返し発生する。 

（３）ひとまわり小さいプレート間地震：1978 年宮城県沖地震のような M７

～7.5 程度のプレート間地震であり、数十年に１回程度の間隔で繰り返し

発生する。 

（４）海溝寄りのプレート間地震（津波地震）：1896 年明治三陸地震のような

海溝軸付近で発生する大きな揺れを伴わない地震。 

（５）沈み込んだプレート内の地震：1994 年北海道東方沖地震のようなプレ

ート内部で発生する地震であり、大きな揺れを伴う場合がある。 

（６）海溝軸外側の地震（アウターライズ地震）：1933 年昭和三陸地震のよう

な海溝軸寄り沖側で発生する正断層型の地震。 

（７）陸側プレート内の地震：1982 年浦河沖地震、2018 年北海道胆振東部地

震など、陸側のプレート内で発生する地震。 

 

（２）の M８クラスのプレート間巨大地震はそれぞれの震源域で繰り返し発生

しており、その津波高等は、最大クラスの津波に比べると規模は小さいが、被害

を発生させるには十分に大きく、過去幾度となく甚大な被害をもたらしてきた。

また、（６）のアウターライズ地震については、現時点において、昭和三陸地震

の繰り返し発生は確認されていないが、東北地方太平洋沖地震の広義の余震と

してこのタイプの地震の発生も確認されている。このため、これまでの津波対策

は、これら巨大地震に対する津波を対象として検討されてきた。 

一方、東北地方太平洋沖地震は、（１）のプレート間超巨大地震であり、その

震源域は、過去にこの領域で発生した M８クラスのプレート間巨大地震及び M７

クラスのひとまわり小さいプレート間地震の震源域と重複していることが特徴

であり、このような地震を「最大クラスの地震」、そして生じる津波は「最大ク
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ラスの津波」と呼ばれている。 

最大クラスの津波は、極めて甚大な被害を広域にもたらす。これに加えて、上

記の（２）及び（６）の地震による津波は、それぞれの領域で何度も発生してお

り、今後もこれら地震による津波への備えや避難を怠らないようにすることが

重要である。 

また、大きな被害をもたらす津波としては、チリ等の海外で発生する津波があ

る。このような津波は、遠地津波と呼ばれ、1960 年のチリ津波では三陸地方を

中心に甚大な被害をもたらしている。さらに、津波は海底地すべりや海底火山噴

火等でも発生することがあり、これらの津波に対しても注意が必要である。 

 

１－３．日本海溝・千島海溝沿いで発生する地震による強震動 

上記１－２に示した（１）から（７）による地震による震度の主な特徴等と留

意事項について述べる。 

（１）のプレート間超巨大地震（最大クラスの地震）と、（２）のプレート間

巨大地震は、強震動を発生する場所（強震動生成域（以下「SMGA」という。））が

概ね同じで、その大きさも概ね同じであると考えられており、それぞれの SMGA

に対する最大震度は、どちらも同じ程度の大きさであるのが特徴である（南海ト

ラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012）報告書参照）。 

これら超巨大地震（最大クラスの地震）と巨大地震との大きな違いは、その震

源域にある。M８クラスのプレート間巨大地震の震源域の海溝軸沿いの長さが

100km 程度であるのに対し、東北地方太平洋沖地震の震源域の海溝軸沿いの長さ

は約 500km と５倍も長い。このため、超巨大地震による震度５弱以上の強い地

震動の範囲は、M８クラスの巨大地震の５倍も広い領域となり、地震動による被

害も極めて広範囲に及ぶことになる。 

一般的に、地震動の強さは、規模（M）が大きいほど大きくなり、距離が離れ

るにつれ小さくなる性質をもつ。このため、Mが大きな地震の方が、全体的に見

ると震度は大きいが、Mが小さくても震源の直ぐ近くの地震動は大きな揺れとな

る。実際、直下で M６程度以上の地震が発生すると、震源域の近傍では震度６弱

以上、最悪の場合に震度７の極めて大きな揺れとなり、家屋の倒壊等の甚大な被

害が発生する。 

日本海溝・千島海溝沿いで発生する地震は、その震源域が陸地から離れた沖合
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にあるため、これらの地震で震度６強や震度７にならない地域であっても、直下

で発生する地震（直下地震）により震度７の極めて強い揺れとなる可能性があり

注意が必要である。 

上記１－２の（５）の沈み込んだプレート内地震と（７）の陸側プレート内の

地震は、この直下地震に相当する。また、これらの地震はいつどこで発生するか

は分からないが、その発生頻度は、東北地方や北海道地方全体で見ると、超巨大

地震や巨大地震に比べ格段に高い。 

このことを踏まえ、地震動に対する備えについては、海溝沿いで発生する超巨

大地震や巨大地震に備えると同時に、いつどこで発生するか分からない直下地

震に備えることが重要となる。 

  

１－４．太平洋プレートの形状 

 津波高や震度分布の推計では、地震の規模のみならず、地震が発生する深さが

重要な要素となるため、地震・津波断層モデルを作成するにあたっては、適切な

深さを検討する必要がある。モデルの深さの検討には、沈み込むプレート形状を

把握する必要があるため、太平洋プレートの形状に関する研究について調査し

た。地震調査研究推進本部の全国１次地下構造モデル（暫定版）や弘瀬博士によ

る既往研究成果のコンパイルモデルがある。しかし、これらのモデルではその作

成範囲が限られ、伊豆・小笠原海溝～千島海溝の広い範囲を対象とする本検討会

の検討範囲をカバーしていない。一方、広域のプレートモデルとしては、USGS に

よる Slab1.0 があるが、構造探査や震源分布等と比較すると必ずしも整合的で

はない。 

このため、本検討会において、日本海溝・千島海溝を形成する太平洋プレート

の境界で発生する最大クラスの地震を検討するため、最新の科学的知見を収集・

整理し、伊豆・小笠原海溝から日本海溝及び千島海溝の択捉島の東の領域におい

て沈み込む太平洋プレート形状を作成した。 

 ※なお、既往のプレートモデルとして Iwasaki et al.(2015)や Hayes(2018)

によるプレートモデルが公表されているが、断層モデルの検討を開始した

2016 年時点ではそれらは公表されていなかったため、本検討会では参照し

ていない。 

作成した範囲は、伊豆－小笠原海溝の北緯 22°付近を南端とし、日本海溝全
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域及び千島海溝の北緯 55°付近のアリューシャン海溝との接合点付近を北端と

する領域である（図 1-7）。 

この検討においては、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会

（2006）及び首都直下地震モデル検討会（2013）で整理した太平洋プレート形状

を参考とし、収集した最新の成果を基にして、以下の手順で、これらの領域の沈

み込む太平洋プレートのプレート上面モデルを作成した（図 1-8）。 

○ まず、海溝軸の位置について、海上保安庁の海底地形データから最深部を

読み取り、最深部をなだらかに連ねた線を海溝軸とした（図 1-9）。 

○ 次に、十勝沖から房総沖における海溝軸周辺の深さ 20km より浅い領域で

は、国立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）による構造探査が実施

されており、その結果から太平洋プレートの上面深度を設定した（図 1-10

～1-11）。 

○ それよりも深い範囲については、海溝から斜めに傾斜する深発地震面が

認められる日本海溝、千島海溝南部及び伊豆-小笠原海溝北部において、日

本周辺で観測された地震の震源分布に基づき、この深発地震面の浅部側が

沈み込む太平洋プレート上面を示しているとして整理した（図 1-12～1-13）。 

○ また、海溝沿いの火山列から火山フロントの位置を整理し、火山フロント

直下におけるプレート上面深度を整理した（図 1-14）。その上で、震源分布

からプレート形状を決定できない千島海溝主部と伊豆-小笠原海溝中部～

南部について、深度 50km 以深は火山フロント位置を基準として、傾斜角を

概ね一定としてプレート上面を設定した。深度 50km より浅い部分について

は、火山フロント位置と海溝軸の距離や海溝軸の水深が異なることから、海

溝軸より海側の海底地形と滑らかに接合するようプレート形状を検討した

（図 1-15）。 

作成したプレートモデルでは、海溝軸から 50km 等深線までの間隔は千島海溝

よりも日本海溝の方が広く、日本海溝の方がプレートの傾斜が小さい（図 1-16）。

また、日本海溝と千島海溝の境界部分である三陸沖北部では特に傾斜が小さく、

北西側に等深線が張り出すような形状となっている。一方、伊豆・小笠原海溝か

らマリアナ海溝にかけては、海溝軸から50km等深線までの間隔が狭く、特に30km

以深では大きな傾斜でプレートが沈み込んでいる。 

 なお、太平洋プレートとフィリピン海プレートの接合部である三重会合点付
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近のフィリピン海プレートの形状は首都直下地震モデル検討会（2013）で作成し

たものを用い、太平洋プレートと滑らかに接するよう作成している。 

２．津波堆積物及び津波痕跡に関する資料 

２－１．津波高及び浸水深等の用語について 

本報告書では、以下の定義で各用語を用いる（図 2-1）。 

・津波高（津波の高さ）：津波発生前の潮位（地震発生前の潮位）から測った

海岸における津波の高さ。ただし、歴史史料または津波堆積物など、

地震発生前の潮位が不明な資料については、東京湾平均海面（T.P.）

から測った高さとして用いている。 

     ※地震時に陸地が沈降した場合には、潮位面も同様に沈降するこ

とから、津波高のシミュレーションにおいて断層モデルにより海岸

が沈降した場合には、津波の推計にその沈降量を加算している。な

お、実際の地震時に験潮所等で測定される津波記録も同様の影響を

受ける。 

・痕跡高：津波発生前の潮位から測った津波痕跡までの高さ。ただし、地震時

潮位が不明な場合には、東京湾平均海面（T.P.）から測った高さと

して用いる場合もある。 

・遡上高：津波発生前の潮位から測った津波が駆け上がったところまでの高さ 

・浸水深：地面から測った痕跡高等に基づく津波の最高水位面の高さ 

 

２－２．津波堆積物に関する調査手法 

中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専

門調査会（2011）」の報告では、最大クラスの地震・津波の想定において、可能

な限り過去に遡って地震・津波の発生等をより正確に調査することが重要とさ

れており、本検討会においても、過去の津波の大きさや発生履歴等を明らかにす

るため、津波堆積物の資料を収集・整理した。 

津波堆積物は、津波堆積物が形成されやすく、かつそれらが保存されやすい地

形環境を満たしている場所で確認される。過去数千年から現在までに発生した

地震による津波堆積物は未固結堆積物中に含まれており、それらが確認される

には、人工改変など、環境が変わっていないこと等が大きな条件となる。発見さ

れた津波堆積物の年代決定は、放射性炭素同位体の測定により行われている。ま
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た、地層中に噴火年代が分かっている火山灰が検出できた場合には、より精度の

高い年代決定が行われている。そのほか、考古学的遺物の土器片等の同定により

年代決定が行われることもある。 

過去に発生した津波イベントを津波堆積物から評価する際には、イベント発

生当時の堆積環境を適切に考慮することが重要である。具体的には、イベント発

生当時の沿岸地形、海岸線の位置及び海水準を考量する必要がある。 

海水準については、最終氷期後から始まった海水準上昇である縄文海進が約 6

～7千年前頃まで継続していたため、それ以前については一般的に津波堆積物が

得られておらず、津波堆積物データが使用できるのは現在から約 6～7千年前頃

までに限られる（図 2-2）。 

津波堆積物の主な調査方法としては、以下が挙げられる。 

①コアサンプリングにより、平野または斜面における津波堆積物を採取する

方法（例えば、岡村ほか, 2010）。採取箇所を増やすことにより津波堆積物

の分布を面的に追跡することができ、津波の遡上限界を推定できる場合も

ある。北海道東部の調査では緩斜面において 10 枚の津波堆積層を確認し、

その堆積層の分布からイベントの規模の推定もなされている（中村・西村, 

2010）。 

②コアサンプルにより湖沼中の津波堆積物を採取する方法（例えば、岡

村,2012）。湖沼では一定の速度で堆積が生じるため、比較的小さいイベン

トを含めてイベント堆積物の履歴を細かい時間分解能で評価できるメリッ

トがある。遡上距離や遡上高さに関する推定は難しいが、津波堆積物の層

厚からイベントの規模を定性的に評価できる場合がある（岡村・松岡, 

2012）。 

③沿岸斜面の露頭での直接観察により津波堆積物を確認する方法（例えば、

平川ほか，2000）。コアサンプリングよりも比較的容易に調査ができるメリ

ットがある。また、津波堆積物が発見された地点の標高から、その地点に

おける津波高さの下限を知ることができる。これは、津波の大きさを推定

する上で、重要なデータとなる。一方、堆積物が海成のものか陸成のもの

かの判別、海成によると判断される場合、それが津波によるものか台風や

高潮等の別のイベントによるものかの判別、上部の地層の崩壊等によるも

のでないことの確認等、地質学的に丁寧な評価が必要となる場合があり注
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意を要する。 

 

２－３．津波堆積物に基づく既往津波の推定の考え方 

南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012)の津波の検討において、

津波堆積物による検討は、古文書の記載よりも古い津波を評価・整理する上で、

極めて重要な資料であった。しかし、検討当時においては九州東岸から浜名湖に

至る太平洋沿岸の湖沼の津波堆積物資料の多くは上記の②（湖沼中のコアサン

プリングによる調査）によるものであり、津波堆積物の層の厚さから津波の規模

を推定することも検討されたが、津波堆積物の層の厚さは津波発生前に形成さ

れていた浜堤の高さや広がりなどに支配されることから、当時の資料では、津波

の規模の推定に活用することはできなかった。このため、南海トラフの最大クラ

スの津波の検討では、津波堆積物資料は、過去の津波の発生履歴の整理（図 2-

3）と、その地点に津波が来たことを確認するための資料として用いるに止め、

津波断層モデルの検討は、想定される震源断層域の大きさと断層の変位量との

関係のスケーリング則を基にして行った。 

これに対し、東北地方や北海道の太平洋沿岸においては、南海トラフの沿岸地

域に比べて、古文書等の資料は格段に少ないものの津波堆積物が保存される環

境が整っていることから、上記の①、②、③の調査による多くの調査が行われて

いる。①及び②による津波堆積物については、沿岸に沿ってのみでなく、内陸に

向けての調査も行われていることから、過去の津波発生の履歴のみでなく、津波

の浸水域を評価することにより津波の規模を検討することとした。そして、③の

津波堆積物についても、三陸から北海道の沿岸の多数の地点での調査結果があ

り、これらを用い津波の高さを評価することとした。本検討で収集した津波堆積

物のデータは、福島県から北海道の沿岸の 496 地点、2466 個である（表 2-1、図

2-4～図 2-6）。 

 

２－４．東北地方太平洋沖地震の津波堆積物による津波の高さの評価 

東北地方太平洋沖地震による津波では、多くの地点で津波堆積物が形成され

た。これら津波堆積物の量や粒径の大きさ等と、その地点での津波浸水深・津波

高や津波の流速等の関係について調査が行われている(例えば、Namegaya and 

Satake, 2014)。津波堆積物は、津波が遡上するにしたがって層厚は薄くなり、
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粒形は小さくなる傾向があるが、局所的な地形条件によって、必ずしも一律では

ない。また津波により陸上に運ばれた海成の砂や礫等が津波堆積物として形成

されるには、湿原や湖沼など、津波堆積物として残りやすい地形条件や、雨や風

等での移動した量よりも多くが堆積していた等の条件が必要となる。勿論、土地

改変等の人工的な影響を受けていない場所であることも大きな条件となる。 

津波堆積物の量や粒径と津波の浸水深や流速との関係については、現時点で

は十分な知見はないが、東北地方太平洋沖地震の津波堆積物の事例から、津波堆

積物の遡上限界における浸水深または痕跡高の関係については調査が行われて

いる。例えば、澤井（2015）は、石巻から仙台平野にかけての平野部において、

東北地方太平洋沖地震の砂質津波堆積物の最奥位置（宍倉ほか, 2012）と Satake 

et al.（2013）の東北地方太平洋沖地震の波源モデルで計算した津波の浸水深と

を比較し、最奥位置で浸水深は１m以上であったことを示している（図 2-7）。 

本検討会では、東北地方太平洋沖地震の津波堆積物と津波の浸水深との関係

を整理するため、東北地方太平洋沖地震の津波断層モデルの検討を行い、その数

値シミュレーションによる浸水深を用いて、津波堆積物とその地点の数値シミ

ュレーションによる浸水深との関係を調べ、さらに、最寄りで調査された津波痕

跡高を用い浸水深を補正し比較した。その結果、津波堆積物が確認された最奥位

置での浸水深は約２mであった（図 2-8）。 

また、東北地方太平洋沖地震のリアス式海岸における津波堆積物については、

仁科ほか（2013）のデータを用いて津波堆積物標高と津波痕跡高の関係を整理し

たところ、細礫に対する浸水深は２～３m 程度という結果が得られた（図 2-9、

表 2-2）。 

これらのことから、本検討会では、津波堆積物が確認された地点における津波

の浸水深は２m（若しくはそれ以上）として評価することとした。 

なお、南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012)では、津波堆積物

の資料が、湖沼や低地のコアサンプリングで得られたものが多いことから、津波

堆積物の調査地点の標高（浜堤がある場合はいずれか高い方の標高）に２mの高

さを便宜的に加えた高さを、津波堆積物に基づく既往津波の高さの下限として

きた。今回の検討により、内閣府においてこれまでの検討で用いていた数値の妥

当性についても示されたことになる。 
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２－５．津波の痕跡資料等 

津波が襲来すると、浸水や遡上した場所にある建造物の壁に付着した泥や、破

壊された建物の範囲、漂流物の分布、植物の枯死範囲等、津波の痕跡が残される。

これら津波の痕跡から求められた津波の高さ、浸水深、遡上高などは「痕跡高」

と呼ばれる。津波痕跡の資料には、最近発生した津波における調査資料のデータ

と、古文書等に記載さている歴史資料がある。特に、古文書等における歴史資料

については、古文書の編纂等において、他の地域と同一地名がある場合に、他の

地域の津波をその地域と誤記され、伝聞の中で誤って伝わる場合など、必ずしも

正しくない資料が含まれていることがある。このため、東北大学災害科学国際研

究所や原子力規制庁では、これら歴史資料等を収集・評価し、信頼度を付してデ

ータベース化が行われている（岩渕ほか, 2012）。本検討では、この資料を使用

して津波痕跡高をとりまとめ、津波堆積物データと合わせて、最大クラスの津波

断層モデルの設定に用いた。収集した津波痕跡高データの地点数は 13,314 点で

あり、そのうち信頼度Ａ～Ｄの 11,307 点を使用した（図 2-10～図 2-12）。 

 

２－６．津波の履歴から見た津波の発生間隔 

関東から北海道にかけての太平洋沿岸の津波堆積物及び津波痕跡高等から得

られた資料を基に整理した津波の発生履歴を、図 2-13 に示す。今回整理した津

波堆積物の資料は、過去約 6千年間の津波の履歴をとりまとめたものである。 

地震調査研究推進本部は千島海溝の地震活動の長期評価において、津波堆積

物調査等の結果から、千島海溝沿いでは 17 世紀と推定された地震を含め過去

6500 年間に最多で 18 回発生したと推定されているが、推定される地震（津波）

の規模や発生時期は不確実性が大きく、必ずしも全ての地震が 17 世紀と同様の

震源域・規模であるとは限らないが、北海道東部に巨大な津波が繰り返し来襲し

たことは事実であることから、包括してひとつの地震の型として評価すること

とし、ばらつきはあるものの、その平均発生間隔を約 340～380 年と推定してい

る。一方、日本海溝沿いについては、津波堆積物の資料から、超巨大地震（東北

地方太平洋沖型）が過去 3,000 年間に 5 回発生したと考えられており、個々の

地震の発生間隔は約 400～800 年とばらつくが、平均発生間隔は約 550～600 年

と推定している。 

本モデル検討会においてこれら津波堆積物の資料を整理した結果、最大の高
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さの津波は、場所によって多少異なるが、岩手県北部から北海道日高地方の沿岸

では、12～13 世紀の津波あるいは 17 世紀の津波であり、北海道でも、12～13 世

紀の津波あるいは 17 世紀の津波である。三陸海岸の津波堆積物から確認される

17 世紀の津波は、古文書から 1611 年の慶長三陸の津波と同定することができ

る。しかし、北海道の太平洋沿岸の津波堆積物から確認される17世紀の津波は、

北海道地域では当時の古文書等がないことから発生時期を特定することができ

ない。また、津波堆積物の年代測定の精度から、三陸海岸で確認される津波堆積

物と北海道沿岸で確認される津波堆積物が同日に発生した同一の地震によるも

のであるか否かを判断することはできない。 

地震調査研究推進本部では、津波堆積物の調査結果から今後 30 年間の発生確

率を千島海溝（超巨大地震（17 世紀型））は 7～40％，規模は M8.8 程度以上と評

価している。この地震は繰り返し発生している可能性がある地震であり、17 世

紀の地震から 380～400 年程度経過していると考えられるため、平均発生間隔

（約 340～380 年）を考慮すると切迫性が高いと考えられると評価している。た

だし、過去の調査結果からは、個別の発生間隔には約 100～800 年とばらつきが

ある。日本海溝沿いでは、東北地方太平洋沖地震の震源域の北側では、岩手県沖

南部から十勝沖以東にかけて連動するような地震も想定できるが、過去にその

ような超巨大地震が発生したことは知られていないことから、このような超巨

大地震（東北地方太平洋沖型）以外の超巨大地震の発生を否定することはできな

いが、将来の地震の規模・発生確率等は不明であると評価している。 

しかし、岩手県北部から北海道日高地方の沿岸の日本海溝沿いでは、津波堆

積物資料から 12～13 世紀の津波と 1611 年の慶長三陸津波あるいは 17 世紀の

津波が確認され、発生間隔が約３～４百年であり、既に最後の津波の発生から

約４百年経過していることから、最大クラスの津波の発生が切迫している状況

にあると考えられる。次に発生する津波が必ずしも最大クラスの津波であると

は限らないが、東北地方太平洋沖地震の教訓を踏まえ、最大クラスの津波とな

る可能性を考えた津波対策を検討することが適切である。   
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３．最大クラスの地震・津波モデル 

３－１．過去に発生した M９クラスの超巨大地震 

南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012）では、東北地方太平洋沖

地震、2010 年チリ地震、2004 年スマトラ地震といった世界の巨大な地震の解析

事例の調査から、M９クラスの断層モデルの特徴を以下のように整理した。 

・断層全体の平均応力降下量の平均値は 1.2MPa、平均値に標準偏差を加えた

値は 2.2MPa（平均値から標準偏差を引いた値は 0.7MPa）である。 

・津波断層面上には、津波断層の平均すべり量の２倍以上のすべり量の「大す  

べり域」があり、東北地方太平洋沖地震では津波断層面の比較的浅い側に

位置する。 

・「大すべり域」内の更に浅いトラフ沿い（あるいは海溝沿い）の領域は、津

波地震を発生させる可能性のある領域で、津波断層の平均すべり量の４倍

程度のすべり量の「超大すべり域」となる場合がある。 

・「大すべり域」の面積は、全体面積の 20％程度で、その数は１～２箇所であ

る。 

・「超大すべり域」の面積は、東北地方太平洋沖地震では、全体面積の約５％

である。 

平均応力降下量については、Murotani et al. (2013)では、M９クラスの地震

を含むスケーリングを検討しており、そのスケーリング式から換算すると平均

応力降下量は、1.6MPa である（図 3-1）。 

なお、地震調査研究推進本部によると、日本海溝・千島海溝沿いでは、100 年

程度以下の繰り返し間隔で発生する M８クラスのプレート間巨大地震に対して、

M９クラスのプレート間超巨大地震が千島海溝沿いでは約 340～380 年間隔、日

本海溝沿いでは約 550～600 年間隔で発生している。これらは M８クラスの固有

地震のサイクルの上に M９クラスの地震のスーパーサイクルが存在するとする

スーパーサイクルモデル（図 3-2）で説明される。 

ただし、津波堆積物に基づく研究からは、M９クラスの超巨大地震であっても

その発生規模は一定でなく、規模に多様性があることが示唆される。多くの歴史

史料が残されている南海トラフ沿いの巨大地震の研究においても、南海トラフ

沿いの地震は毎回同じように発生するのではなく、断層面のすべり特性が時間

的に変化することで、毎回、規模や発生の仕方が変化する可能性が指摘されてい
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る（瀬野, 2003）。日本海溝・千島海溝沿いにおいても規模や発生の仕方に多様

性があると考えられる 

 

３－２．南海トラフ沿いにおける最大クラスの津波断層モデルの考え方 

2011 年 9 月 28 日に公表された、中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教

訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」報告では、今後、地震・津波の想

定を行うにあたっては、「あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大な地震・

津波を検討していくべきである」とされており、また、「想定地震、津波に基づ

き必要となる施設整備が現実的に困難となることが見込まれる場合であっても、

ためらうことなく想定地震・津波を設定する必要がある」とも指摘されていると

ころである。 

南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012）では、このような考えに

基づき、発生頻度は極めて低く、その発生時期は不明であるが、発生すれば甚大

な被害をもたらす津波として、南海トラフ沿いで発生しうる最大クラスの津波

断層モデルを検討した。この検討において、南海トラフ沿いの地震で発生した過

去の津波の大きさを評価するための資料が重要となる。しかし、この地域では、

古文書等の資料は他の地域に比べると豊富であるものの、津波の高さを評価す

るには資料は十分ではない。他方、津波堆積物等の地質学的な調査により、津波

の発生履歴や津波の大きさ等を検討することが可能となるが、これら資料にお

いて、湖沼等での津波堆積物により、約６千年前までの津波の発生履歴は整理さ

れるが、それぞれの津波の高さを評価することはできなかった。このため、最近

の観測成果等をもとに、次のとおり、南海トラフ沿いの震源域を推定した（図 3-

3）。 

①東側の領域 

  相模トラフから富士川断層帯の北端までの領域に設定 

②浅い側の領域（トラフ軸側） 

・強震断層域：プレート境界面の深さ 10km 以深の領域 

・津波断層域：プレート境界面の深さ 10km からトラフ軸までの領域を、超大

すべりにより津波地震を引き起こす津波断層域として設定 

③深い側の領域 

深部低周波地震が観測される深さ約 30km からそれよりもやや深い側に
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拡大し、深部低周波地震が発生している深い側の領域に設定 

④南西側の領域 

  日向灘北部から南西方向に拡大し、九州パラオ海嶺が沈み込みフィリ

ピン海プレートが厚くなる領域に設定 

 

上記で求めた震源域を、南海トラフ沿いで発生する最大クラスの地震の震源

域とし、震源断層の面積と断層のすべり量のスケーリング則に基づいて平均す

べり量を推定した。そして、2004 年スマトラ地震、2010 年チリ地震、東北地方

太平洋沖地震といった世界の巨大な地震の解析事例の調査に基づき、津波断層

の平均すべり量の２倍以上のすべり量の「大すべり域」の面積を全体の 20％に

設定した。また、プレート境界の深さ 10km からトラフ軸までの浅い領域につい

て、強震動を発する可能性は低いが、高い津波をもたらす可能性のある領域（「津

波地震」が発生する可能性がある領域）として、大すべり域よりもさらに大きく

すべる可能性がある「超大すべり域」を設定することとし、「超大すべり域」の

設定は、「大すべり域」のトラフ軸側に置くこととした。 

なお、これら「大すべり域」と「超大すべり域」の境界及び「平均すべり

域」との境界においては、変位量が滑らかに接続するための調整領域を設定し

た（図 3-4、図 3-5）。 

  

３－３．日本海溝・千島海溝沿いにおける最大クラスの津波断層モデルの考え方 

１）検討対象領域と最大クラスの津波の切迫性 

太平洋プレートの日本列島下への沈み込みにより、房総半島の南側の海域

には伊豆・小笠原海溝が形成され日本海溝へと続き、日本海溝は襟裳岬の南側

の海域で千島海溝に接続してカムチャツカ半島まで達している。 

この非常に長い海溝沿いの領域の中で、福島県沖から岩手県沖の領域で、東

北地方太平洋沖地震（M9.0）が発生した。この地震は、最大クラスの地震で、

特に大きなすべり域は宮城県沖の領域にあり、当面、この領域で最大クラスの

地震が再び発生する可能性は極めて低いと考えられる（図 3-6）。 

岩手県から北海道の太平洋沿岸地域における津波堆積物の資料から、過去

約６千年間で最も大きな津波は、岩手県から北海道の日高支庁以西の海岸領

域では 12～13 世紀あるいは 17 世紀に発生した津波（1611 年慶長三陸津波の

可能性も指摘されている）であり、北海道の十勝支庁から根室支庁にかけての
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海岸領域では 12～13 世紀あるいは 17 世紀に発生した津波であると考えられ

る（図 3-7）。 

岩手県沖北部の日本海溝沿いでは、津波堆積物資料から 12～13 世紀の津波

と 1611 年の慶長三陸津波あるいは 17 世紀の津波が確認されている。これら

の発生間隔が約３～４百年であり、既に最後の津波の発生から約４百年経過

していることから、最大クラスの津波の発生が切迫している状況にあると考

えられる。 

また、十勝沖から根室沖の千島海溝沿いでは、12～13 世紀の津波と 17 世紀

の津波との間隔が約３～４百年であり、17 世紀の津波からの経過時間を考え

ると、最大クラスの津波の発生が切迫している状況にあると考えられる。 

なお、地震調査研究推進本部は、千島海溝沿いの地震活動の長期評価で、17

世紀の地震から 380～400 年程度経過していると考えられるため、平均発生間

隔（約 340～380 年）を考慮すると、超巨大地震の発生の切迫性が高いと考え

られると評価している。 

これらのことから、岩手沖から北側の日本海溝沿いの地域及び襟裳岬より

も東側の千島海溝沿いの領域では、最大クラスの津波の発生が切迫している

可能性が高く、最大クラスの地震・津波に対する防災対策を検討することが適

切である。このため、本検討会では、これら領域における最大クラスの地震・

津波の断層モデルを検討することとした（図 3-8）。 

なお、現時点において、福島県以南の沿岸においては、津波堆積物等による

調査が進められているところであり、この領域における最大クラスの地震・津

波についての検討は、これら調査の進展を待つこととする。 

 

２）津波堆積物による最大クラスの津波断層モデルの検討 

南海トラフの巨大地震モデルの検討においては、過去に発生した津波の大

きさを検討するための資料が十分でないことから、最大クラスの地震の想定

震源域を検討して、断層面積と平均すべり量のスケーリング則、東北地方太平

洋沖地震における大すべり域及び超大すべり域におけるすべり量等の関係を

整理し、最大クラスの津波断層モデルを検討した。 

これに対し、千島海溝沿いの地震活動の長期評価では、三陸沖北部からカム

チャツカ半島までを同時に破壊する場合は長さ約 2,400km、三重会合点付近か
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らカムチャッカ半島沖まで同時に破壊する場合は長さ約 3,000km の海溝沿い

で破壊が発生するが、観測された最大の地震である 1960 年のチリ沖の地震

（Mw9.5）でさえ、震源域の長さは約 1,000km であり、それを超える地震がど

のような規模・発生過程を持つのか推定することは困難であるとしている。 

このため、本検討会の日本海溝・千島海溝沿いの最大クラスの津波断層モデ

ルの設定においては、南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012）で

の検討の仕方とは異なり、想定震源域の断層面積からスケーリング則に基づ

く断層モデルの設定は行わないこととした。 

一方で、地震調査研究推進本部は、宮城県等の海岸域での過去３千年間の津

波堆積物及び津波痕跡高の調査資料から、東北地方太平洋沖地震と同程度の

巨大な津波は、550～600 年間隔で５回発生していると評価している。他の地

域でも、これと同程度の発生頻度で最大クラスの津波が発生しているとする

と、過去３千年以上の津波堆積物の調査資料から、その間に発生した最大クラ

スの津波を推定できると考えられる。この考え方を基にして、本モデル検討会

では、過去に発生した地震の津波堆積物等から推計される最大の津波断層モ

デルを最大クラスの津波断層モデルとして取り扱うこととした。 

岩手県から北海道の沿岸では、最大クラスの検討に必要な過去６千年間に

わたる津波堆積物の資料が調査されており、この期間において、最大クラスの

津波が少なくとも一回以上発生したと考えられるため、津波堆積物の資料（図

2-13、図 3-8）の津波痕跡高を再現する津波断層モデルは、この地域での最大

クラスの津波断層モデルとして適切なモデルであると考えられる。 

 

３）日本海溝・千島海溝における津波伝播の特徴 

今回の検討対象領域で津波が発生した場合には、海溝軸に沿って伸びる横

長の震源域に面した海岸に大きな津波が伝播する特性を持つ（図 3-9）。例え

ば、三陸沖で発生した地震による津波は、三陸沿岸では大きいが北海道東部の

太平洋沿岸への影響は相対的に小さく、逆に、北海道東部の太平洋沿岸で発生

した地震による津波は、北海道東部の太平洋沿岸では大きいが三陸沿岸や襟

裳岬以西の沿岸への影響は小さい。 

各地域の特徴を細かく見ると、例えば北海道東部に波源がある場合でも釧

路市には津波が入りにくいといった地域性がある。これは、釧路海底谷により
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津波の伝播方向が変わるためである。同様に、北海道西部の海溝寄りに波源が

ある場合には、海底地形の影響により襟裳岬より西側の日高沿岸や内浦湾（噴

火湾）には津波が入りにくいという特徴がある。一方、陸寄りに波源がある場

合には、日高沿岸や内浦湾（噴火湾）にも津波が伝播しやすい。 

また、沖合の水深分布の影響で、津波波源から離れていても津波が集中して

到達する地域が見られる。例えば、北海道の襟裳岬、青森県八戸市付近、岩手

県宮古市付近及び福島県北部ではやや離れた波源であっても伝播した津波が

集中し、これらの地域では高い津波が生じやすい。 

 

４）二つの領域における最大クラスの津波断層モデルの構築 

本検討では、それぞれの海岸での最大の津波によると考えられる堆積物は、

その海岸に面した海域で発生した地震によるものと考え、大きな津波を発生

させる地震の領域は、岩手県沖から北海道日高地方の沖合の日本海溝沿いの

領域と、襟裳岬から東の千島海溝沿いの２つの領域に区分けして検討するこ

ととした。ここでは、前者の領域を対象に検討したモデルを「日本海溝（三陸・

日高沖）モデル」、後者を「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」と呼ぶことと

する。 

推定された最大クラスの津波断層モデルの地震の規模は、日本海溝（三陸・

日高沖）モデルが Mw9.1、千島海溝（十勝・根室沖）モデルが Mw9.3 である（図

3-10、図 3-11）。 

なお、津波断層モデル構築や津波推計の詳細は第２編で示す。 

 

５）地震の連動性に対する基本的な考え方と推計された津波高等の取り扱い 

本検討で作成した「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」は岩手県から襟裳岬

にかけて津波高が最大クラスとなる津波断層モデルであり、「千島海溝（十勝・

根室沖）モデル」は襟裳岬から根室半島の太平洋沿岸にかけて津波高が最大ク

ラスとなる津波断層モデルである。各モデルによる津波高の高低関係は、襟裳

岬を境に入れ替わり、襟裳岬より西側では日本海溝（三陸・日高沖）モデルが

大きく、襟裳岬より東側では千島海溝（十勝・根室沖）モデルが大きい。 

本検討で作成した最大クラスの津波断層モデルは、各モデルによる地震が

別々に発生することを前提として設定したモデルであり、両モデルによる地
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震が連動して発生することは想定していないが、連動して発生した場合にお

いても、その津波高は基本的には各モデルによる津波高の最大値を包絡した

ものと同等規模になる（図 3-12）。ただし、両モデルから生じる津波の重なり

方によって、局所的に津波が高いところや低いところが生じうることに注意

が必要である。 

被害想定や防災対応の検討において二つの領域の地震の連動発生を想定す

る場合には、二つのモデルによる津波を加算して推計するのではなく、二つの

モデルから推計される津波の最大のものを選択する方式により得られた津波

高、浸水域等を用いることが妥当と考える。 

  なお、日本海溝沿いの地震とされている 1611 年慶長三陸地震と千島海溝

沿いの 17 世紀の地震は別の地震と見られているが（佐竹，2017）、両地震が

同じ地震である可能性も指摘されている（平川, 2012）。仮に同じ地震であ

った場合には、その波源域は日本海溝から千島海溝にまたがる広範囲に及ぶ

ことになる。 

 

３－４．日本海溝・千島海溝沿いにおける最大クラスの強震断層モデルの考え方 

  最大クラスの津波断層モデルとは別に、この海溝型の断層がずれ動いた際

に発生する強震動を推定するためのモデルを、「最大クラスの津波発生時の強

震断層モデル」として検討した。 

  東北地方太平洋沖地震は M９の地震であり、津波については過去に発生した

M８クラスの巨大地震の津波を大きく上回る高さであったが、強震動について

は、その影響範囲は広いものの、過去に発生した M８クラスの巨大地震の震度

と同程度であった。これは、強震動の強さは断層の最大すべり量よりも SMGA

の位置や応力降下量に左右されるためである。また、東北地方太平洋沖地震の

SMGA の位置は、過去に発生した M８クラスの巨大地震の SMGA とほぼ対応して

いる（図 3-13）。 

そのため、強震断層モデルの検討においては、南海トラフの巨大地震モデル

検討会（内閣府, 2012)の強震断層モデルの検討と同じく、海溝型地震の SMGA

は、過去に発生した地震の SMGA と概ね同じ領域にあるとの考えを基本的な考

え方とした。この基本的な考え方を基に、日本海溝から千島海溝沿いで発生し

た過去の地震の SMGA（SMGA が求められていない地震はアスペリティ）を参考

にして SMGA を設置した（図 3-14）。SMGA の面積と、SMGA の Mw との関係につ
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いては、南海トラフ等の検討で用いた内閣府の関係式を用いた。SMGA の応力

降下量は 30MPa とした。ただし、地震・津波は自然現象で不確実性を伴うもの

であり、応力降下量にはばらつきがあることに留意する必要がある。 

 最大クラスの強震断層モデルは、「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」と「千

島海溝（十勝・根室沖）モデル」のそれぞれの最大クラスの津波断層モデルに

対応するように、領域に分けて想定した（図 3-15、図 3-16）。 

なお、この最大クラスの強震断層モデルは、プレート境界型の超巨大地震発

生時の強震動を推計するためのモデルである。先に述べたとおり、直下地震に

よる震度は、今回推計した震度よりも大きくなることがある。それぞれの地点

における強震動への備えについては、今回推計した震度に備えると同時に、沈

み込むプレート内地震や地殻内の地震など、直下地震によるより大きな震度

にも備えることが重要である。 

 なお、強震断層モデル構築や震度推計の詳細は第３編で示す。 
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第２編 津波断層モデル編 

４．津波断層モデル 

４－１．基本的な考え方 

１）津波伝播経路を考慮した検討区域について 

日本海溝・千島海溝沿いにおける最大クラスの津波断層モデルの検討は、上述

のとおり、南海トラフ沿いでの最大クラスの津波断層モデルの検討とは異なり、

これまでに得られている津波堆積物の最大の高さや浸水域を示すデータを説明

する津波断層モデルを作成することを基本としている。 

千島海溝沿いと日本海溝沿いのそれぞれで発生した津波の伝播経路を比べる

と、千島海溝沿いで発生した津波の主たる部分は、襟裳岬よりも東の太平洋沿岸

に到達しており、日本海溝沿いで発生した津波の主たる部分は襟裳岬から西の

太平洋の沿岸に到達している。このことから、千島海溝（十勝・根室沖）モデル

及び日本海溝（三陸・日高沖）モデルの津波断層モデルの検討は、次に示す資料

を用いて検討することとした。 

①千島海溝（十勝・根室沖）モデルの検討 

襟裳岬よりも東側の北海道の太平洋沿岸で調査された津波堆積物の

資料及び古文書等の歴史資料を用いて検討する。 

②日本海溝（三陸・日高沖）モデルの検討 

襟裳岬よりも西側の北海道の太平洋沿岸及び、青森県及び岩手県の

太平洋沿岸で調査された津波堆積物の資料及び古文書等の歴史資料を

用いて検討する。 

検討は、これら各地域における津波堆積物及び歴史資料を用いて、津波断層モ

デルをインバージョン解析により算出し、その解析結果をもとに、最大クラスの

津波断層モデルとしての特徴等を加味して津波断層モデルを作成することを基

本とした。 

なお、インバージョン解析に用いた観測方程式は次式のとおりである。 

 

     ൬ࢃሺࢊ௢௕௦ െ ௖௔௟ࢊ
૚ሻି࢏

െି࢏࢓ࡿߙ૚
൰ ൌ ൬࢏ࡳࢃ

ࡿߙ
൰ ሺ࢏࢓ െି࢏࢓૚ሻ   (7.1) 
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ここで、ࢊ௢௕௦は観測データ、ࢊ௖௔௟は計算データ、ࢃはデータの重み、ࡳはグリ

ーン関数、ࡿは空間方向の平滑化行列，ߙは平滑化の程度を決める超パラメータ、

、は断層すべり量、݅はイタレーションの回数を示す。インバージョン解析では࢓

イタレーションにより観測データを説明する最適モデルを求めた。 

なお、断層のすべり角は固定し、Demets et al.(2010)によるグローバルプレ

ートモデル MORVEL（Mid-Ocean Ridge VELocity、図 4-1）による太平洋プレート

の運動方向を求め、その逆方向をプレート面状に投影して断層のすべり角とし

た。日本海溝・千島海溝では断層のすべり角は千島海溝で概ね 70 度、日本海溝

で 70～90 度である。 

 

２）津波堆積物資料の取り扱い 

津波堆積物の調査方法は、ボーリング等によるコアサンプル採集による地質

調査と、海岸等の路頭での地質調査に大きく区分される。後者の海岸等での露頭

調査では、資料が得られた標高を元に津波の高さを推定することができる。これ

に対し、ボーリング等による調査では、得られたコア資料の中に複数の津波堆積

物が確認され、津波の履歴を確認することはできるが、これらの資料が得られた

地点の標高を、津波の高さを表す直接的な指標として用いることはできない。 

このため、インバーション解析でのデータの利用においては、津波堆積物が得

られた地点の津波の浸水深は、２－４節で述べたとおり、これまでの検討と同じ

く、２m以上の浸水深であったとして取り扱うことにし、ボーリング等による調

査地点の資料については、海岸での高さのみでなく、内陸への浸水をシミュレー

ションし評価することとした。 

 

３）検討に用いる地形の取り扱い 

津波堆積物の資料から、その資料に該当する年代の津波の高さを正確に推定

するには、当時の地形を復元する必要がある。しかし、地殻変動の経年変化に加

え、それぞれの場所における堆積・浸食等の地形変化も含め復元することは極め

て困難である。 

地形の変化を考えると、現在の低地等での地形は、堆積や埋め立て等により津

波発生当時よりも海側に広がっている可能性がある。一方、海洋プレートの沈み

込みにより、地震発生直前の地形は、現在よりも沈降していた可能性もある。こ
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のため、現在の地形で過去の津波を復元した津波断層モデルの変位量よりも、よ

り小さな変位量の津波断層モデルで当時の津波を復元できる可能性もある。し

かし、地形の復元が正確でなかった場合には、より小さな変位量の津波断層モデ

ルで推計した津波高等は、過小評価となる可能性がある。逆に、現在の地形で検

討した津波断層モデルは、過大評価になる可能性も考えられる。 

これらのことから、過去の地震発生時の地形の復元については今後の検討課

題とし、今回の最大クラスの津波断層モデルの検討においては、想定した津波断

層モデルが過小評価とならないよう、現在の地形を用いて評価することとした。

なお、想定した津波断層モデルでは、収集された津波堆積物の説明ができない地

点等については、その理由を検討するため、当時の地形を考慮した場合の検討を

行い、参考資料として示すこととした。 

 

４－２．千島海溝沿いの最大クラスの津波断層モデル（十勝・根室沖モデル） 

過去に発生した津波堆積物等の資料には、最大クラスの津波に相当するもの

もあれば、M７クラスから M８クラスの津波によるものもある。これら全ての資

料を単純に用いた津波断層モデルの解析は、津波堆積物を形成した多数の津波

の平均的な高さを再現する断層モデルを解析することとなり、最大クラスの津

波断層モデルの検討とはならない。 

このため、最大クラスの津波断層モデルの検討に用いる津波堆積物等の資料

として、海岸域の津波の高さを検討する際は、最大値の包絡線を形成する資料を

使用し、内陸における津波堆積物を検討する際は、以下に示すように陸域の最奥

の包絡線に相当する資料を用いた。 

 

１）千島海溝沿いの津波断層モデルの検討に用いた津波堆積物等の資料 

千島海溝沿い津波堆積物資料は 100 点以上あり、この中から最大クラスの津

波断層モデルの検討に用いた津波堆積物等の資料は、次の①～③の手順で選択

した（図 4-2～図 4-4）。 

①襟裳岬から東側の北海道の太平洋沿岸域の津波堆積物等の資料を対象とす

る（図 4-2）。根室半島の裏側及びオホーツク海岸域の津波堆積物等の資料

については、津波発生履歴の検討には参考とするが、必ずしも最大クラスの

津波に相当する津波堆積物でない可能性も考えられることから、今回の解
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析では、検討対象には含めないこととする。 

②データの空間分布に偏りが生じないよう、全データの領域を 20km の小区

間に分割する（広尾町～根室市までの 10 区間となる）。 

③各小区間内のデータに対して、全データを用いたインバージョン解析結果

の計算値を用いて、「（観測値－計算値）／計算値」を指標値とし、指標値

が＋1σ以上のデータを、観測データとして抽出する（図 4-4）。ただし、

小区間内で抽出されるデータが全く存在しない場合には、データの空間分

布の偏りが生じないように、指標値が最大となる 1点を代表として、解析

対象資料に加える。 

これら作業により抽出された津波堆積物資料は、最大クラスの津波によって

もたらされたと考えられる 12～13 世紀の津波堆積物と 17 世紀の津波堆積物の

資料と見なすことができる。なお、三陸・日高沖についても同様の処理をしてお

り、その結果を図 4-5～図 4-7 に示す。 

 

２）インバージョン解析によるすべり量分布の算定 

上記の最大クラスの津波によるものと考えられるデータを用いたインバージ

ョン解析の結果、空間的な分解能を細かくした場合（平滑化パラメータߙを小さ

くした場合）には、海溝軸よりも陸寄りのプレート深部が大きくすべる断層モデ

ルが得られた（図 4-8）。一方、空間的な分解能を粗くした場合（平滑化パラメ

ータߙを大きくした場合）には、海溝軸まで大きくすべる断層モデルが得られた

（図 4-9）。どちらのモデルも同じ程度に津波痕跡高データの高さや浸水範囲を

説明できる。 

インバージョン解析に用いた観測データから両モデルのどちらが妥当である

かを決定することは困難だが、沿岸の津波高を計算した際に、空間的な分解能を

粗くした場合のモデル（海溝軸側で大きくすべるモデル）の方が、観測点以外の

沿岸で津波が平均的に高くなる結果となった（図 4-10、図 4-11）。また、空間

的な分解能を細かくするには津波観測データの量が必ずしも十分ではないこと

から、本検討会では空間的な分解能を粗くした場合のモデル（海溝軸側で大きく

すべるモデル）を最大クラスのモデルとして用いることとした。 

 

３）大すべり域等の設定 
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インバージョン解析で求めたすべり量分布に基づき、大すべり域等の設定を

行った。求められた断層モデルはすべり量が最大 80m 程度となる領域が十勝沖

の海溝軸側に存在し、そこから東西に向かってすべり量が小さくなる分布とな

っている。東側の根室沖においては、海溝軸付近の平均すべり量は 40m 程度で

あり、その深部側ですべり量が小さくなる。このため、インバージョンモデルは

十勝沖のすべり量の特に大きい領域を除けば、南海トラフにおける最大クラス

の津波断層モデルと同様に、プレート浅部側に大すべり域、超大すべり域の領域

を持つすべり量分布を持つものと見なすことができる。本検討会では、震源域の

面積からスケーリング則に基づいて平均すべり量を 10m と想定したうえで、十

勝沖・根室沖の大すべり域・超大すべり域の断層すべり量を考慮して、背景領域

のすべり量を設定した（図 4-12）。なお、プレートの収束速度は千島海溝南部で

は約 80mm/年であるため、最大クラスの断層モデルの最大すべり量は（約 80m）

は、約 1,000 年分の歪蓄積に相当する。 

 

４）有限要素法による地殻変動量の計算 

津波計算の海面初期変位は、地殻変動の垂直変位量に水平方向の海底地形の

起伏の移動による上下方向の地形変化量（Tanioka and Satake, 1996）を加味

し、海底地殻変動と海面変動の関係を表す水理フィルタ（Kajiura，1963）を適

用した。 

本検討会では現実的な地殻変動量を算出するため有限要素法ソルバー

「GAMERA」を用いて地殻変動量の算出を行った。有限要素法を用いることにより、

３次元的なプレート形状を考慮した地殻変動量の算出が可能であり、解析は東

京大学地震研究所の協力を得て、海洋研究開発機構（JAMSTEC）において実施し

た。なお、有限要素法による計算を実施する際には、計算の安定化のために、津

波堆積物の説明性を確保したまま、断層すべり量分布が滑らかになるよう補正

を行った（図 4-13）。 

 

５）各ケースの破壊開始点等 

インバージョン解析においては、津波断層モデルの全域が同時に破壊すると

していた。しかし、今回のような長大な津波断層モデルでは、津波断層の破壊

伝播の様子により津波の襲来状況が異なること場合がありうる。そこで、津波
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断層モデルの破壊は、全域が同時に破壊するモデルではなく、破壊開始点から

破壊が始まり、順次断層破壊が伝播するモデルとし、各検討ケースに破壊開始

点を設定した。津波断層モデルの破壊開始点及び破壊伝播速度等は、東北地方

太平洋沖地震及び過去の事例も参考に、次のとおりとした（図 4-14～図 4-

16）。 

 

 ケース１：「2003 年十勝沖地震」の震源を破壊開始点に設定 

 ケース２：「2003 年十勝沖地震」及び「1973 年根室沖地震」の震源の中間点

付近を破壊開始点に設定 

 ケース３：「1973 年根室沖地震」の震源を破壊開始点に設定 

 

なお、実際には、津波断層の破壊開始点、破壊伝播は必ずしも想定どおりには

ならないため、破壊開始点や破壊伝播等の違いにより、津波高や津波到達時間等

に幅があることに留意する必要がある。 

破壊伝播速度及びライズタイムについては、経験的に用いられる平均的な値

を参考に、東北地方太平洋沖地震の解析結果も踏まえ、次のとおりに設定した。

なお、東北地方太平洋沖地震では、海溝沿いの破壊伝播速度は、それよりも深い

場所に比べて遅いとの解析結果もあるが、海溝沿いの領域の幅が狭く、断層破壊

時間の差は 5 秒程度しか見込めないことから、今回の解析では破壊伝播速度は

全域で同じとし、その速度はＳ波速度構造から Geller(1976)の関係式を用いて

2.5 km/s とした。ライズタイムに関しては、地震時の断層すべり速度は１ m/s

程度であり（Ide et al., 2011）、断層の最大すべり量は、40～80ｍ程度である

ことから１分（60 秒）とした。2011 年東北地方太平洋地震のインバージョン結

果では、大きな断層すべりが生じた範囲のライズタイムは約２分となっており

（Satake et al, 2013）、それに比べると本モデルのライズタイムはやや短い。

しかし、ライズタイムを長くすると一般的に津波高が小さくなるため、ここでは

評価結果が過小とならないように１分とした。 

・破壊速度     ： 2.5km/s  

・ライズタイム ： １分 
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４－３．日本海溝沿いの最大クラスの津波断層モデル（三陸・日高沖モデル） 

千島海溝沿いの最大クラスの津波断層モデルの検討で述べたとおり、過去に

発生した津波による津波堆積物等の資料には、最大クラスの津波に相当するも

のもあれば、M７クラスから M８クラスの津波により形成されたものもある。こ

れら全ての資料を単純に用いた津波断層モデルの解析は、津波堆積物を形成し

た多数の津波の平均的な高さを再現する断層モデルを解析することとなり、最

大クラスの津波断層モデルの検討とはならない。 

このため、最大クラスの津波断層モデルの検討に用いる津波堆積物等の資料

には、海岸域の津波の高さを検討する際は最大値の包絡線を形成する資料を使

用し、内陸における津波堆積物を検討する際は、陸域の最奥の包絡線に相当する

資料を抽出して用いた。 

 

１）日本海溝沿いの津波断層モデルの検討に用いた津波堆積物等 

北海道の襟裳岬から西側の太平洋沿岸及び青森県及び岩手県の太平洋沿岸は、

北海道の襟裳岬から根室半島の太平洋沿岸よりも海岸線距離が長いが、津波堆

積物資料は 100 点弱と千島海溝沿いよりも少なく、リアス式海岸等の複雑な地

形に位置しているデータが多い。このため、最大クラスの津波に対応する資料等

を抽出することが難しく、津波堆積物が確認された地点の地形の特徴等を踏ま

えながら検討対象とする資料を抽出することとした。 

最初に、北海道駒ヶ岳の東麓岸から室蘭にかけての噴火湾及びその周辺の津

波堆積物等について検討した。この領域における津波堆積物等は、北海道駒ヶ岳

の噴火に伴い発生した大きな津波により形成された可能性がある。このため、噴

火年代に対応する津波堆積物等について、駒ヶ岳噴火（1640 年）により海域に

流入したと推定される火砕物の量をもとに津波高等を計算し、その高さと同様

若しくは小さい津波堆積物等の資料は、火山噴火による可能性がある資料とし

て、検討対象から除いた（表 4-1、図 4-31）。 

次に、狭隘な谷地形等、津波シミュレーションで表現しきれないような地形で

採取された津波堆積物等の資料については、周辺にある津波堆積物等の資料の

再現状況等を考慮して評価した。これらの資料については、今回の津波シミュレ

ーションでは再現できなかった特異地点であることを明示するとともに、過去

に津波が襲来した地点であり防災上留意することを示すこととした（４－５節）。
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最大クラスの津波によると考えられる津波堆積物データを抽出する手法は、４

－２（１）に示した千島海溝沿いのデータと同様である（図 4-5～図 4-7）。 

 

２）インバージョン解析によるすべり量分布の算定 

上記の最大クラスの津波によるものと考えられるデータを用いたインバージ

ョン解析の結果、岩手県沖の海溝軸に沿った領域と、三陸沖北部のやや深部領域

（日高沖）にすべり量がある断層モデルが得られた（図 4-17）。リアス式海岸に

分布する津波堆積物等の再現は、主に岩手県沖の領域の断層すべりにより発生

した津波が支配的であり、海溝軸に沿った浅部領域で大きくすべることにより、

局所的に高い津波が発生する。一方、青森県及び北海道の噴火湾内や日高沿岸に

分布する津波堆積物の再現は、主に三陸沖北部のやや深部領域の断層すべりに

より発生した津波が支配的であり、岩手県沖と比較して津波高は低いものの、陸

域に近い深部領域ですべることにより、海溝軸から離れた内陸の津波堆積物を

再現している。 

 

３）大すべり域等の設定 

インバージョン解析で求められたすべり量分布に基づき、大すべり域等の設

定を行った。 

岩手県沖の領域においては、1896 年明治三陸地震等の津波地震タイプの地震

が発生しており、今回の検討で得られたインバージョンモデルはこれと整合的

である。岩手県沖のすべり量は海溝軸に沿った領域で 40m 弱となっており、南

海トラフ沿いにおける最大クラスの津波断層モデルと同等のすべり量を有する

超大すべり域に相当する領域と見なすことができる（図 4-18）。そこで、岩手県

の海溝軸に沿った領域を超大すべり域とし、これより深部にすべり量を 20m と

する大すべり域を設定した（図 4-19(1)）。 

三陸沖北部の深部領域（日高沖）においては、1968 年十勝沖地震等が発生し

ており、今回の検討で得られたインバージョンモデルはこのすべり分布とよく

対応している。（図 4-20）。 

三陸沖北部の海溝軸に近い浅部領域においては、インバージョン解析の感度

が小さく、主要なすべり量を設定することができなかった。そこで、ここでは岩

手県沖及び三陸沖北部の深部領域（日高沖）のすべり量と概ね同等となるよう、
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一律 10m のすべり量を与えるものとした。なお、三陸沖北部の深部領域を考慮

せず、浅部領域のみの断層すべりによって津波堆積物等を説明するには 100m 程

度のすべり量が必要である（図 4-21）。 

なお、インバージョンモデルとインバージョンに基づく最大クラスのモデル

では、津波高分布や浸水深分布の全体的な傾向は類似しているが、詳細には異な

っている。インバージョンモデルの方では、津波堆積物に対して計算津波高がや

や不足している地点が見られるが、最大クラスのモデルでは、一部の局所的に高

い地点を除けば、おおむね計算津波高が上回っており、浸水範囲もやや広い（図

4-19(1)～(5)）。しかしながら、最大クラスのモデルでも、既往津波の津波痕跡

高や津波堆積物全てを説明できておらず、局所的にはより高い津波が生じた可

能性があることに留意が必要である。 

 

４）有限要素法による地殻変動量の計算 

千島海溝沿いの最大クラスの津波断層モデルと同様に、有限要素法ソルバー

「GAMERA」を用いて地殻変動量の算出を行った。有限要素法による計算を実施す

る際には、計算の安定化のために、津波堆積物の説明性を確保したまま、断層す

べり量分布が滑らかになるように補正を行った（図 4-22）。 

 

５）各ケースの破壊開始点等 

千島海溝沿い最大クラスの断層モデルと同様に、津波断層モデルは破壊伝播

モデルとして設定し、各検討ケースに破壊開始点を設定した（図 4-23､図 4-

24）。 

 

 ケース１：岩手県沖の大すべり域の南北方向の中心付近の深さ 25km 付近を

破壊開始点に設定 

 ケース２：「1968 年十勝沖地震」の震源と三陸沖北部ですべり量が最大とな

る小断層を結ぶ直線上で深さ 30km 付近を破壊開始点に設定 

 

千島海溝沿いの検討と同様に、破壊伝播速度及びライズタイムを以下のと

おり設定した。 

・破壊速度     ： 2.5km/s  
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・ライズタイム ： 1 分 

 

４－４．津波堆積物から推定した津波断層モデルについての留意点 

先に述べたとおり、本検討会の津波断層モデルは過去の津波堆積物や津波痕

跡高から推定した最大クラスの津波断層モデルであり、津波堆積物や津波痕跡

高のデータは全てプレート境界型地震によるものとして設定している。しかし、

津波堆積物には、アウターライズ地震等、メカニズムが異なる地震の痕跡データ

を含んでいる可能性も考えられる。また、痕跡データを現在の地形を用いて再現

するモデルであるため、津波発生時点の地形等を用いて再現する場合は想定さ

れる津波断層モデルが変わる可能性がある。 

なお、今回のモデルはライズタイム（断層面上のある一点ですべりが継続する

時間）を１分に設定しているが、断層のすべりは破壊開始点から広がるため、断

層全体のすべり継続時間はそれより長く、日本海溝沿いの最大クラスのモデル

で約 3分、千島海溝沿いの最大クラスのモデルで約 5～6分に及ぶ。 

 

４－５．今回のモデルで参考扱いとした痕跡データ 

既存の痕跡データの中には、周辺地域で確認された痕跡データと比較して津

波痕跡高が局所的に著しく大きく、本検討会の津波断層モデルでは再現できて

いない地域がある。局所的に痕跡高が大きいデータを無理に再現した場合に、そ

の周囲の痕跡データに対して津波推計結果が著しく大きくなってしまうことか

ら、このような痕跡データは本検討会の津波断層モデルではターゲットデータ

から除外した。しかし、過去に津波が襲来した地点であり防災上留意する必要が

ある。参考扱いとした痕跡データは次のとおりである。 

 

○浜中町・・位置精度が低く、急峻な地形に位置するため、高さの評価が正確で

はない（図 4-9、図 4-27）。 

○厚岸町・・津波発生時の海岸線と大きく異なっている。インバージョンモデル

においては、旧地形であれば津波高及び浸水範囲ともに再現可能で

ある（図 4-9、図 4-28）。 

○広尾町・・信憑性が低いデータである。インバージョンモデルにおいては、津

波高及び浸水範囲はやや小さい程度の結果となる（図 4-9、図 4-29）。 
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○噴火湾・・噴火湾においては火山起源か地震起源かが不明の津波堆積物が存

在するため、1640 年駒ヶ岳噴火の山体崩壊による津波計算を実施

し、駒ヶ岳噴火による津波堆積物及び本検討会で対象とする 17c 地

震の津波堆積物との識別を行なった。具体的には、1640 年駒ヶ岳

噴火の岩屑なだれの層厚分布（吉本ほか, 2003）（図 4-30）を元

に、津波の初期水位分布データを作成した。岩屑なだれの海域への

流入方向は、駒ヶ岳山頂から岩屑なだれの最大層厚の方向とした。

吉本ほか（2003）による岩屑なだれの層厚分布は最終形態であり、

実際には体積変化を伴いながら海域に流入したと考えられるが、今

回は簡易的に津波計算を実施して津波伝播特性を把握することを目

的としたため、最終形態の岩屑なだれがそのままの海域に流入した

と仮定して初期水位分布データを作成した。また、岩屑なだれの流

入時間が津波高に与える影響を確認するためのパラメータテストを

実行し、Nishimura and Satake（1993）の計算条件を参考に、５分

を最適値とした。イベントが不明とされた津波堆積物について、

1640 年駒ヶ岳噴火の津波計算により再現可能な津波堆積物は参考

扱いとし、それ以外を検討対象とする 17c 地震の津波堆積物データ

として整理した（表 4-1、図 4-31）。 

○猿ヶ森・・津波発生当時の地形と大きく異なっている。このため、インバージ

ョンモデルにおいても再現が困難である。なお、Minoura et al.

（2013）の津波堆積物については、東北電力（2017）と同じ 11m 程

度の高さとすることに問題がないとする見解もあるが、ここでは

Minoura et al. （2013）が示す 20m 超の標高を参考に位置設定を行

った。また、旧地形であれば津波高及び浸水範囲ともに東北電力

（2017）の津波堆積物は再現可能である（図 4-17、図 4-32、図 4-

33）。 

○小本・・・周囲と比較して局所的に高く、「昔の津波」による伝承とされてい

る。急峻な地形に位置するため、インバージョンモデルにおいても

再現が困難である（図 4-17、図 4-34）。 

○田老・・・周囲と比較して局所的に高く、津波発生当時の地形と大きく異なっ

ている。インバージョンモデルにおいて、田老の津波高及び浸水範
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囲の再現は概ね可能であるが、周囲の痕跡データに対しては津波高

が著しく大きくなる（図 4-17、図 4-35）。 

○小谷鳥・・周囲と比較して局所的に高く、「昔の津波」による伝承とされてい

る。インバージョンモデルにおいて、小谷鳥の津波高及び浸水範囲

の再現は可能であるが、周囲の痕跡データに対しては津波高が著し

く大きくなる（図 4-17、図 4-36）。 
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５．津波高等の推計手法 

５－１．津波伝播・遡上計算 

津波の伝播計算については、海底での摩擦及び移流を考慮した非線形長波理

論に基づき差分法により行った。この計算においては、陸域側を最小 10m メッ

シュとし、外洋側により大きなメッシュを設定して（30m、90m、270m、810m、2430m）、

接続計算により行った（表 5-1、図 5-1～図 5-6）。10m メッシュで区分した領域

数は約 250 である。なお、島嶼部についても、有人の島については 10m メッシュ

計算となるようにした。 

津波の遡上計算については、陸上の遡上部分における家屋等の障害物による

摩擦の効果は粗度係数で表現することとした。 

 

５－２．計算条件及び計算範囲 

１）計算条件 

本検討会で実施する津波シミュレーションの計算条件を表 5-2 に示す。 

 

２）計算範囲 

本検討会において 10m メッシュ計算を実施するための適切な計算範囲を確認

するため、2430m メッシュによる概略計算を実施し、計算結果の確認を行った。

本検討会で設定した最大クラスの津波断層モデルについて、海岸における津波

高の確認を行った。最大水位分布を図 5-7 に示す。海岸の津波高を図 5-8 に示

す（2430m メッシュによる概略計算結果のため、グリーンの定理を用いて水深１

mにおける津波高に換算し、三陸・日高沖及び十勝・根室沖モデルそれぞれにつ

いて津波高の最大包絡を算出した）。これより、以下の方針に基づき、10m メッ

シュ計算範囲を設定することとした。 

・日本海側について、津波高が十分に小さくなる範囲までを計算対象とし、本州

については青森県全域を含む領域までを対象とすることとした。北海道につい

ては、渡島支庁の松前町全域を含む領域までを対象とすることとした。 

・本州の太平洋側の西側については、神奈川県までは３m程度の津波高となるこ

とが想定されるため、余裕を持たせて静岡県全域を含む領域までを対象とす

ることとした。 

・北海道の日本海側以外について、根室半島付近までは３m程度の津波高となる
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ことが想定されるため、余裕を持たせてオホーツク海全域を含む稚内市まで

を対象とすることとした。 

 

５－３．地形データ等の作成 

１）地形データ 

本検討会の地形データ作成のために収集した資料の一覧を表 5-3 に示す。精

度が高く、東北地方太平洋沖地震後の標高を反映した測量年次の新しいデータ

を優先的に使用した。 

収集した資料を元に、地形データの作成を行った。標高の基準は東京湾平均海

面（T.P.）とし、東北地方太平洋沖地震後の標高として現況地形データの作成を

行った（図 5-9、図 5-10）。参考のため、前回の検討（2005）の地形データ作成

時に収集した資料の一覧を表 5-4 に示す。 

なお、令和２年４月 21 日の概要報告では、宮城県の堤防データは東北地方太

平洋沖地震の発生前のものであったが、その後宮城県から最新の堤防データを

入手したことから、今回の報告では、宮城県の堤防データを入れ替え、最新のも

のを用いて推計している。 

 

２）粗度データ 

本検討会の粗度データ作成のために収集した資料の一覧を表 5-5 に示す。国

土数値情報をベースとし、より詳細なメッシュデータを作成する目的で、その他

の資料を用いて修正を行った。参考のため、前回の検討（2005）の粗度データ作

成時に収集した資料を表 5-6 に示す。本検討会で設定した Manning の粗度係数

を表 5-7 に示す。本検討会及び前回検討（2005）の粗度データの比較を図 5-11

に示す。本検討会で作成した主な地域ごとの粗度データを図 5-12 に示す。 

 

３）堤防データ 

 本検討会の堤防データ作成のために収集した資料の一覧を表 5-8 に示す。参

考のため、前回の検討（2005）の堤防データ作成時に収集した資料を表 5-9 に示

す（直轄河川は本検討会と同水系であるため省略）。本検討会及び前回検討（2005）

の堤防データの比較を図 5-13 に示す。本検討会で作成した主な地域ごとの堤防

データを図 5-14 に示す。 
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４）計算上の初期潮位の取り扱い 

津波の推計を実施するにあたり、従来の内閣府における検討では、初期潮位は

単年の天文潮位の最高値に基づいて整理していたが、自治体の津波浸水想定と

比較がしやすいように、「津波浸水想定の設定の手引き」に基づき初期潮位（天

文潮位）として朔望平均満潮位を用いることにした。本検討では、下記のように

朔望平均満潮位（※）を設定した。 

天文潮位は計算から求められる理論値であるのに対して、朔望平均満潮位は

観測に基づく値であるため、両者には相違がある。しかし、図 5-16 及び図 5-17

に示すようにその差は-0.2m ～ +0.25m 程度である。 

計算領域ごとの初期潮位は、国土交通省（2019）「津波浸水想定の設定の手引

き ver.2.10」に従い、朔望平均満潮位（※）を用いた。各県の朔望平均満潮位

の値は、国土交通省水管理・国土保全局海岸室より提供を受けた（図 5-15）。 

※朔望潮位の年平均値を、朔と望を併せて満潮位について平均した値の

こと。朔望潮位とは、朔（新月）の前２日後４日の期間における、満潮

（または干潮）の中から選んだ最高（または最低）の潮位のこと。（気

象庁 HP より引用） 

一つの計算領域に複数の朔望平均満潮位の範囲が含まれる場合には、津波浸

水の影響が大きいと考えられる範囲の朔望平均満潮位を採用した。また、北方四

島については、データがないため、隣接する北海道野付崎～納沙布岬の朔望平均

満潮位（T.P.+0.80m）を与えた。以上により、設定した満潮位を図 5-18～図 5-

23 に示す。 

なお、内閣府における過去の検討では、初期潮位は単年の天文潮位の最高値に

基づいて整理している。 

・平成 17 年「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会」： 

2005 年気象庁潮位表の年間最高潮位に基づき設定 

 ・平成 24 年「南海トラフ地震モデル検討会」及び平成 25 年「首都直下地震モ

デル検討会」： 

2012 年気象庁潮位表の年間最高潮位に基づき設定 
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５－４．堤防等の条件 

堤防（水門を含む）の条件は次のとおりとした。 

最大クラスの津波の想定は、より厳しい条件を想定し、それに対して防災対

策の検討を進めていくものである。このため、「津波が堤防を越えると当該堤

防は破壊する（堤防なし）とする」条件で計算することとした。 

また、地震動により堤防が「沈下する」、「破壊する」ことが想定される。「南

海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」における被害想定の推計の

際は、震度６弱以上で堤防の被害発生の可能性があるとし、震度６弱以上の堤

防長の割合から、被害量を案分する手法を用いたが、本検討では津波推計時に、

直接的に堤防の沈下・破壊を考慮することとした。 

具体的には南海トラフの検討と同様、過去の地震被害等を参考に震度６弱

以上の地域については、「地震動により堤防が機能しなくなる」条件とした。 

堤防の「沈下」あるいは「破壊」の主たる要因は、液状化によると考えられ

るが、これがいつ発生するかは不明である。今回想定した強震断層モデルによ

る強震動は、６弱以上の揺れとなる地域の中でも場所によって異なるが、早い

ところでは数秒後から、遅いところでも１～２分後には大きな揺れとなり、２

～３分以上の強い揺れとなる可能性がある。 

このような揺れの中で、どの時点で堤防が「沈下」、「破壊」するかは不明で

あるが、今回の検討では、震度６弱以上の地域については、「地震発生から２

分後に堤防が機能しなくなる(「沈下」、「破壊（堤防なしとする）」)条件で計

算することとした。ただし、岩手県・宮城県の堤防等については震災復興によ

り堤防機能の強化が図られていることから地震動による条件は適用しないも

のとした。なお、具体的な沈下量等については、データ提供元である各道県が

津波浸水想定を作成した際のデータを参考に設定した。 

 

（注）地形データに含まれる堤防の取り扱い 

地形データには、幅 10m 程度を超えるような堤防などは標高として取り込

まれている。このため、このような堤防が地形データに含まれたままの場合、

「堤防が機能する場合」、「地震動により堤防が機能しない場合」のいずれの条

件においても、「常に堤防あり」の条件と同等の計算が行われていることとな

る。そこで、地形データに含まれる堤防（以下「地形堤防」という。）につい
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ては、県ごとに次のとおり取り扱うものとした。 

 

・岩手県、宮城県、福島県の被災３県について、本検討で使用した３県の地形

データは表 5-3（5）に示すように 2018 年以降のデータで、震災復興により

堤防機能の強化が図られており、県提供の地形データをそのまま用いるこ

とを基本としたため、堤防データと重複する地形堤防を取り除く処理は実

施しなかった。なお、宮城県においては、概要報告時点では宮城県からのデ

ータが未提供であったため、堤防データと重複する地形堤防を取り除くこ

とを基本としたが、本報告では、宮城県提供の地形データをそのまま用いる

ことを基本とした。 

 

・被災３県以外について､堤防データと重複する地形堤防については、これを

取り除くことを基本とした。なお、南海トラフ巨大地震の津波シミュレーシ

ョンにおいては、堤防データと重複する地形堤防を取り除く処理は実施し

なかったが、取り除かなかった場合と取り除いた場合の浸水結果の相違点

を参考として示している。 

 

当資料の推計結果を用いる際には、上記のような取り扱いの違いがあること

に留意する必要がある。 

 

５－５．地殻変動の取り扱い 

津波断層面を近似した小断層ごとに、食い違いの弾性論に基づき海底地殻変

動（垂直変動量）を求めた。今回検討する津波断層モデルは、破壊開始点から順

次破壊が伝播するモデルとしており、各小断層は、破壊開始点からそれぞれの小

断層に破壊が伝播する時間になった時点で破壊を開始し、ライズタイムの時間

でその小断層に設定された最終変位に達するものとする。また、この間の変位は

一定の割合で増加するものとする。 

海底及び陸上の地殻変動は、地震発生からの経過時間に応じ、それぞれの経過

時間までの小断層による地殻変動量の合計と等しいものとし、地殻変動による

海面変位は、経過時間とともに変化する地殻変動により与えられるものとする。

この際、地殻変動による海面変位は、地殻変動の垂直変位量のみでなく、水平方
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向の海底地形の起伏の移動による上下方向の地形変化量も加えた上で、海底変

動と海面変動の関係を Kajiura（1963）による水理フィルターにより評価した。 

津波断層モデルから計算される地殻変動により隆起する場所では、その量に

相当する分だけ陸域に襲来する津波高が低くなることになるが、実際の地震時

には、すべり分布が異なることにより必ずしも計算どおりに隆起するとは限ら

ない。津波断層モデルから計算された地殻変動により地盤が隆起する陸域の地

点においては、防災上危険側を考える観点から、隆起しないものとして評価する

こととする。具体的には、その地点の陸域側の隆起量を０（ゼロ）mとし、海岸

から沖合10kmまで範囲で海底の地殻変動量を低減しスムーズに接続することと

する（図 5-24）。 

今回の津波の推計では、津波断層による地殻変動は、破壊開始点から順次破壊

が伝播する過程で算出される地殻変動の時間的な変化に対応するものとし、逐

次、上記条件を適用する方式とした。このことにより、時間的に変化する地殻変

動について、沈降は累積するが隆起は考慮されなくなることから、津波断層モデ

ルにより隆起が算出される地域も全体的には沈降地域となる。この量は、ほとん

どの領域で０～0.2m 程度で、最大で 1.3m 程度である。図 5-25 に、各ケースの

最終地殻変動を示す。 

なお、海岸の津波高は、算出された T.P.上の津波の高さに地殻変動の沈降量

を加えた値とする。 

 

５－６．再現時間（計算時間）等 

津波は第一波が最大となるとは限らず、後続波が最大となる場合が一般的に

見られるため、最大津波高及び最大浸水域を適切に算出するためには、十分な再

現時間をとってシミュレーションを行う必要がある。本検討会では、東北地方太

平洋沖地震の最大津波到達時間のデータに基づき、計算時間を 12 時間とした。 

 

６．津波高等の推計結果 

今回推計された海岸沿いにおける津波高や浸水域については、別添資料に

示す。東日本の太平洋沿岸の極めて広い範囲で大きな津波が想定される。東北

地方太平洋沖地震の津波高と比較すると、青森県以北では今回推計した津波

高の方が高いが、岩手県内でも、海岸地形にもよるが、宮古市付近より北で今
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回推計した津波高の方が高くなるところがある。 

各地域における主な津波高等を北海道から東北地方にかけて例示すると次

のとおりである。 

  ・北海道では、根室市からえりも町付近にかけて 10～20m を超える津波高、

高いところではえりも町で 30m 弱、釧路市で 90km2を超える浸水域。えり

も町より西側の地域においても苫小牧市や函館市などで10m程度の津波、

苫小牧市で 100km2を超える浸水域。 

  ・青森県では、八戸市で高いところでは 25ｍを超える津波高、50km2を超え

る浸水域、太平洋沿岸で 10～20m 程度の高い津波。 

  ・岩手県では、宮古市で高いところでは 30m 近い津波高となるなど、10～

20m 程度の高い津波。 

  ・宮城県以南については、宮城県や福島県などで場所によっては 10ｍを超

える津波高であるが、一部の地域を除き東日本大震災よりも低い。 
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第３編 強震断層モデル編 

７．強震断層モデル 

７－１．近年の地震のアスペリティ分布と強震動生成域（SMGA）の位置 

東北地方太平洋沖地震の強震動生成域を図 7-1 に示す。また同図右には近年

の海溝型地震の震源断層モデルの解析で求められたアスペリティ（大きな断層

すべりの領域）を重ねて示している。南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣

府, 2012）では、M8 クラスあるいはそれ以下の地震のアスペリティと SMGA は、

概ね一致していると整理されており、南海トラフ地震の最大クラスの強震断層

モデルでは、過去の地震の SMGA と概ね同じ位置に SMGA が位置するとして設定

されている。 

本モデル検討会においても、この考え方と同じく、最大クラスの SMGA につい

ては、これまでに解析された過去の地震の SMGA、或いは M８クラス以下のアス

ペリティと概ね同じ場所に位置するとして断層面上に設定することとした。 

なお、過去地震において大きなすべりが観測されていない領域については、大

きな SMGA が位置する可能性は小さいと考えられるものの、SMGA が位置すること

は否定できないことから、比較的小さめのSMGAを設定することとした（図7-2）。 

 

７－２． 強震断層モデルの断層パラメータ等の設定 

強震断層モデルの設定において、SMGA の地震モーメントの設定が重要になる。

内閣府（2015）は、SMGA の地震モーメントと SMGA の面積の関係について、東北

地方太平洋沖地震の解析結果も含めて整理し、スケーリング則を示した（図 7-

3）。本検討会でも、このスケーリング則を用いて、SMGA の地震モーメントを設

定することする。 

SMGA の応力降下量のパラメータについては、内閣府（2015）は、東北地方太

平洋沖地震での既往研究による解析結果を整理し、各 SMGA の面積や地震モー

メントや大小によらず、多少のばらつきはあるものの概ね 15～30MPa の範囲に

あることを示した（図 7-4）。このことから、東北地方太平洋沖地震の震度の再

現モデルの検討に用いる応力降下量は 30MPa としている。本検討会の強震断層

モデルの検討においても、内閣府（2015）と同じく、応力降下量は 30MPa に設

定し検討することとした。本検討会で設定した強震断層モデルのパラメータを

表 7-1、表 7-2 に示す。  
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８．震度分布の推計手法 

８－１．地盤構造モデル（南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012）

報告書より引用） 

深い地盤構造モデルについては、地震調査委員会において、2009 年に地震動

予測地図作成の一環として全国深部地盤構造モデル（いわゆる「全国 0.5 次モ

デル」）が、2011 年１月に「全国 0.5 次モデル」を改良した「全国１次地下構造

モデル（暫定版）」が公表された。これを踏まえ、本検討会の深い地盤構造モデ

ルについては、地震調査委員会による「全国１次地下構造モデル（暫定版）」を

基本とした。 

工学的基盤（平均 S波速度が 0.35～0.70km/s に相当する地層）よりも浅い地

盤の地盤モデル（以下「浅い地盤構造モデル」という。）については、最近の研

究によって、浅い地盤構造モデルの構築に不可欠である微地形区分が 250m メッ

シュで整備されてきていることを背景として、本検討会では、震度分布の推計を

250m メッシュで行うこととし、今回の推計に用いる浅い地盤構造モデルを、測

量基準を世界測地系とした 250m メッシュ（４分の１地域メッシュ、緯度間隔

7.5 秒、経度間隔 11.25 秒）で新たに作成することとした。 

 

８－２．AVS30と震度増分（南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012）

報告書より引用） 

１）表層 30m の平均Ｓ波速度（AVS30）の設定 

浅い地盤の各メッシュにおける AVS30 については、従前と同様に、地質調査資

料（ボーリング及び PS 検層のデータ）を基に、地質調査資料が不足する部分に

ついては微地形区分図を基にして求めることとした。 

ａ）地質調査資料による設定 

ボーリングデータ及び PS 検層データから既往の関係式を用いて、それ

ぞれの AVS30 を求めた。同一 250m メッシュ内に複数のボーリングデータや

PS 検層データがある場合には、表 8-1 の優先順位に従って採用することと

した。  
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ｂ）微地形区分図による設定 

250m メッシュの微地形区分図は、若松・松岡(2011)を用いることとし、

これをもとに微地形区分と AVS30 の関係を整理した。微地形区分と AVS30 の

関係については、以下の３つの関係式について検討し、微地形区分ごとに最

も妥当なものを採用することとした。 

 

・中央値式： 

収集した PS 検層による AVS30 対数値の中央値を推定値とした場合 

・松岡・ほか(2005)方式： 

松岡・ほか(2005)を参考にして AVS30 を推定する説明変数として、標

高、傾斜、先第三系・第三系の山地・丘陵からの距離を考慮した場合 

・藤本・翠川（2003）及び中央防災会議（2003）方式 

藤本・翠川（2003）及び中央防災会議（2003）を参考にして AVS30 を推

定する説明変数として標高を考慮した場合 

 

その結果、岩石台地、砂礫質台地、ローム台地、谷底低地、扇状地の微地形区

分には松岡・ほか(2005)による関係式を、その他の微地形区分には中央値を採用

した。また、資料の数値のばらつきを加味し、それぞれ求められた関係式（μ式）

の値から標準偏差を差し引いた値を用いる式（－σ式）を用いることとした。 

なお、山地（先第３系）の資料には周辺域の柔らかい地盤の資料も混在してい

る可能性があることから、山地（先第３系）の－σ式はμ式と同じとした。 

 

２）表層 30m の平均Ｓ波速度（AVS30）と震度増分について 

地表の震度は、工学的基盤面における震度から、浅い地盤構造モデルで増幅さ

れる震度増分を加えて算出する。この震度増分では、地盤の非線形応答特性によ

り、震度が大きくなると震度増分が小さくなることを考慮している。横田・他

(2005)は、数値計算により非線形性を加味した AVS30 と震度増分の関係式を作

成し、中央防災会議（2003）でもこの関係式を用いて地表の震度分布を求めてき

た。 

図 8-1、図 8-2 に、求められた震度増分の分布図を示す。 
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８－３．震度の推計手法 

震度計算は、南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府，2012）と基本的に

同じ方法を採用している（図 8-3）。 

震度の推計には、統計的グリーン関数法を用いた。以下では、統計的グリーン

関数法の概要を示す。 

 

１）要素波の作成 

強震波形の計算に当たっては、工学分野での活用も念頭におき、工学的基盤

（Vs=350～700m/s）までは、地震学的に想定される振幅スペクトルに経験的

な位相を与えて作成した小地震波形をグリーン関数とし、設定された断層モ

デルに従い波形合成を行う、統計的グリーン関数法を用いる。 

要素地震波形としては、Boore(1983)に従い、次式で示すω-2 則に従う震源

特性に従うスペクトル(SA)（Brune，1970）を考えた上で、これに経験的な位

相特性を与えたものを使用する。 
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  cc f 2 ，   3/16109.4 Mofc    

  maxmax 2 f  ， maxf は高周波遮断周波数 

 

ここで、Mo は地震モーメント〔dyne･cm=10-7 Nm〕、ρは密度〔g/cm3〕、β 
は媒質のＳ波地震波速度〔km/s〕、R は震源距離〔km〕、Δσは応力パラメータ

〔bar=10-1 MPa〕fc〔Ｈｚ〕はコーナー周波数、Q はＱ値である。 

また、Rθφ はラディエーション係数であるが、これは、小断層ごとに計算地

点への方位角、射出角により計算する。この時、Kamae and Irikura(1992)と

同様に、周波数依存型の放射特性を導入した。位相特性については、要素断層

と計算地点間の距離を考慮する、佐藤ほか(1994)に従って設定した。 

強震断層域の広がりを考慮した地震波伝播の理論的考察によれば、強震動

スペクトルは、断層に近い場所では、断層からの距離が短くなることによる振

幅の増幅は起きなくなる。即ち、断層近傍では地震動の強さが飽和した状態と

なる。また、工学的基盤においても、強い地震波が入力した場合には、弱い地
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震波に比べ減衰が大きくなる特性(非線形応答特性)を持つことから、断層近傍

での地震動の増加は小さくなる傾向がある。 

このため、中央防災会議でのこれまでの検討で用いた手法と同じく、震源直

上等の震源域からの距離が小さいところでは、経験的手法と同様、１/（R＋C）

［R：断層最短距離、C：定数］で地震波の振幅が減衰するとして強震波形を

計算し、地震動が震源近傍で飽和するようにした。ただし、C はある距離から

徐々に減じ、一定の距離でゼロとなり、１/R の距離減衰にスムーズにつなが

るようにした。 

このパラメータ C の値が適切でない場合には、震源近傍の震度を過小評価

或いは過大評価することになる。Ｃの値については、強震動生成域の要素断層

のサイズとの関係が指摘されており、要素断層の１辺の長さの 1.5 倍を基本

とし、要素断層のサイズが 10km であることから、C＝15 ㎞とすることとし

た。この値はあくまで暫定的なものであり、震源断層直上等の震度の大きさを

適正に評価するには、今後再検討が必要である。 

 

２）波形合成 

SV 波、SH 波それぞれに、サイト直下の地盤構造を用いた斜め入射による

地盤増幅係数を乗じ、Radial 及び Transverse 成分から NS 及び EW 成分へ

の座標回転を考慮した後、入倉ほか(1997)による補正関数を用いて波形合成を

行った。 
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ここで、	 ܷሺ݂ሻ	 は波形合成後のサイトの加速度フーリエ・スペクトルであ

り、	 。は要素断層によるサイトの加速度フーリエ・スペクトルである	௠௡ሺ݂ሻݑ

	 t௠௡	は破壊開始時刻からサイトに S 波が到達するまでの時間であり、球殻モ

デルによる走時と破壊開始点から要素断層までの破壊伝播時間の和で表され

る。 ௅ܰ , 	 ܰௐ, ஽ܰ	 はそれぞれ長さ方向、幅方向、すべり方向の分割数であり、

	τはライズタイム、	 ݊ᇱ	は重ね合わせにより発生する人工的な周期特性を有

効周波数より高い周波数側に移動させるために行う再分割数である。 
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 ライズタイムについては、SMGA の幅/破壊伝播速度/2 を基本とした。fmaxは、

中央防災会議(2006)と同じ 6Hz とした。 

 小断層のサイズ、またその配列など断層モデルの設定に起因する特異な周波

数特性が生ずることを防ぐために、すべり角及び破壊伝播時間に揺らぎを与え

る。すべり角の揺らぎ幅は±30°を基本とした。破壊伝播時間の揺らぎ幅は（小

断層の幅/破壊伝播速度/2）を基本とした。 

 

３）地表における震度の計算 

地表における震度は、工学基盤の地震波形から震度を計算し、8-2節で示した

震度増分を工学的基盤上の震度に適用して、地表における震度を求めた。ここで、

震度増分が平均 S波速度=700 m/として求められているのに対して、工学的基盤

の平均速度に幅があることより、震度増分を適用する際には、予め工学的基盤の

震度に工学的基盤の深さ30mまでの平均速度による補正を行った。具体的には、

工学的基盤以深 30m の平均 S波速度（AVS30eb）を横田・他(2005)の式に代入し、

その値を工学的基盤の震度から引くことで、S波速度=700m/s 相当の工学的基盤

の震度に補正した。 
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９．震度分布等の推計結果 

地表における震度は、250m メッシュ毎に震度増分を適用して求めている。図

9-1 に示すように、250m メッシュ毎の震度を小縮尺の図で描くと数メッシュの

高震度（震度７）のメッシュが潰れて見づらくなっており、見逃されてしまうお

それがある。これより、小縮尺で図示する場合は 1km メッシュ内の最大を表示

することとする。 

 図 9-2 及び図 9-3 に日本海溝モデルの震度分布、図 9-4 及び図 9-5 に千島海

溝モデルの震度分布の結果を示す。なお、防災上活用する震度分布は‐σ式の震

度増分を用いた結果を用いることとする。 

岩手県から北海道の太平洋側の広い範囲で強い揺れが推定されており、各地

域における大きな震度の主なものを北海道から東北地方にかけて例示すると次

のとおりである 

  ・北海道厚岸町付近で震度７ 

  ・北海道えりも町から東側の沿岸部では震度６強 

・青森県太平洋沿岸や岩手県南部の一部で震度６強 

 周辺と比較し、局所的に比較的大きな震度（逆に小さな震度）となっている場

合があるが、これらは地盤の影響等によるものと考えられる。なお、各市町村等

の代表的な想定震度を見積もる場合にはある程度拡がりをもった分布を持つ震

度を参照する必要がある。 

 

10．液状化指数 

液状化指数 PL 値については、南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 

2012)2の手法より計算して、地盤の液状化可能性を評価し、沈下量を計算した。

以下に液状化計算条件を示す。水域を除く液状化対象外の微地形では、液状化を

起こす砂層や盛土を含まないことから、液状化計算の対象外としている。 

・液状化対象震度  ：震度５弱以上のメッシュ 

・液状化対象の微地形 ：低地の微地形 

・液状化対象外の微地形 ：山地、山麓地、火山地、火山山麓地、火山性 

     丘陵、岩石台地、ローム台地、砂礫質台地、 

     礫・岩礁、河川、河道、湖沼 

・液状化対象層  ：砂層、盛土 
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・地震特性による補正係数 Cw ：1.0 

 

南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府, 2012)では、液状化可能性の評

価については、「道路橋示方書･同解説（2002 年 3 月発行）」による、砂質土層

の液状化の判定手法を採用した。 

すなわち、地震動計算結果から地表から 20m までの地中のせん断応力（L）と

液状化対象層の繰り返し三軸強度比（R）を求め、液状化対象層ごとに液状化に

対する抵抗率（FL＝R/L）を求め、さらに地層全体の液状化可能性指数（PL）を

評価した。 

求められたメッシュごとの PL 値より、以下の基準で液状化可能性を評価 

した。 

PL＞15 ：液状化の可能性が大 

5＜PL≦15 ：液状化の可能性が中 

0＜PL≦5 ：液状化の可能性が小 

PL＝0 ：液状化の可能性なし 

液状化に伴う地盤の沈下量 S については、建築基礎構造設計指針(2001)に示

されている補正 N 値と繰返しせん断ひずみの関係を用いて求めた。その際、繰

り返し繰返しせん断ひずみγcy を体積ひずみεv として読み替え、液状化層の

体積ひずみに液状化層厚を乗じたものの総和を沈下量 Sとした。 

 

計算した液状化可能性の分布を図 10-1、計算した沈下量の分布を図 10-2 に示

す。 

 

11．留意事項（直下地震の強震動） 

本検討会では、海溝型のプレート境界地震の最大クラスの強震断層モデル

と震度分布を検討した。この強震断層モデルは、東北地方太平洋地震と同様、

最大クラスの津波を発生させる海溝型地震が発生した際に生成される強震動

を推計するためのもので、太平洋沖の沿岸における最大の震度を推計するた

めのものではないことに留意する必要がある。 

実際、震度７に相当する強い地震動を発生させる地震には、海溝型地震以外

にも、陸域の地殻内で発生する地震、沈み込むプレート内で発生する地震があ
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る。それぞれの地点における最大の揺れとなる地震は、必ずしも海溝型のプレ

ート境界地震ではなく、直下で発生した陸域の地殻内の地震、沈み込むプレー

ト内で発生する地震による揺れの方が大きくなることに注意する必要がある。 

特に今回検討した海溝型のプレート境界地震の強震断層モデルの SMGA は、

陸域から離れていることもあり、直下で発生した陸域の地殻内の地震、沈み込

むプレート内の地震による揺れの方が大きくなることに留意する必要がある。 

首都直下地震専門調査会では、地殻内で発生する地震の最大の地震規模は

Mw6.8 として、どこでも発生する地震による全国の震度分布を示している（図

11-1）。参考として、各地方公共団体での、想定される内陸部の地震について

の調査例を示す（図 11-2～図 11-4） 
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おわりに 

今後の課題 

岩手沖から北側の日本海溝沿いの地域及び襟裳岬よりも東側の千島海溝沿い

の領域では、最大クラスの地震・津波の発生が切迫している可能性が高く、これ

に対する防災対策を検討することが適切であり、今回、これらの領域における最

大クラスの地震・津波の断層モデルを検討した。一方、福島県以南の沿岸におい

ては、津波堆積物等による調査が進められているところであり、この領域におけ

る最大クラスの地震・津波についての検討は、これらの調査の進展を待つことと

する。今後、福島県以南の領域を含め、日本海溝・千島海溝沿いの津波堆積物等

の調査を更に進めていくことが必要である。加えて、日本海溝・千島海溝沿いの

地殻活動の全貌が把握するため、今後も地震活動の観測成果を蓄積するととも

に、海底ケーブルを用いた地殻変動観測技術の開発等の調査研究を引き続き進

めていく必要がある。 

また、今回の検討では長周期地震動についての検討を行っていないが、今回

検討した津波断層モデルが動いた際の地震動、すなわちプレート境界の地震に

ついては、強震動のみならず、長周期地震動の発生が懸念される。2003 年十勝

沖地震においては、堆積層の厚い苫小牧地域において、長周期地震動による典型

的な被害と言えるタンク火災が発生している。今回用いた震度の推計方法では、

波形計算を行っているが、この手法では長周期地震動については一般的に過小

評価となる。南海トラフ沿いの巨大地震モデル検討会で検討したように、三次元

差分法、もしくは三次元有限要素法による長周期地震動の計算が必要だが、地盤

モデルの構築や計算量の点で困難であり、今後の課題である。 
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本検討結果を活用する際の留意点 

・今回推計した震度分布・津波高・浸水域は、広範囲に及ぶ領域での全体を捉え

た防災対策の参考とするために推計したものであり、必ずしも各局所的な地

先において最大となる震度分布・津波高等を示しているものではない。例えば、

津波計算については便宜上最小 10ｍメッシュの計算格子を地形と堤防データ

によって構成したシミュレーションモデルを用いて計算しており（建物は粗

度係数と呼ばれる摩擦係数に置き換えて計算）、このような一定条件下におけ

る計算モデルによる推計結果であることに留意する必要がある。また、使用し

た地形や堤防データは、道県からの提供データを用いているが、作成された時

期により現状とは異なる場合があることにも留意する必要がある。 

・地震・津波は自然現象であり不確実性を伴うものであることから、今回推計し

た震度分布・津波高等はある程度幅を持ったものであり、必ずしも今回の推計

結果どおりになるとは限らず、場合によってはこれを超えることもあり得る

ことに注意することが必要である。 

・本モデル検討会での検討は、一般的な防災対策を検討するための最大クラスの

地震・津波を想定したものである。より安全性に配慮する必要のある個別施設

の検討については、それぞれ個別施設の設計基準等に基づき地震・津波の推計

を行う必要がある。 

・「最大クラスの津波発生時の強震断層モデルによる震度分布」は、最大クラス

の津波断層モデルがずれ動いた際に、地震動による堤防への影響を評価する

ためのもので、それぞれの地域における最大の震度を想定したものではない。

それぞれの地域では、今回検討したモデルよりも、直下で発生する陸域の地殻

内の地震、あるいは沈み込むプレート内で発生する地震の方が大きくなる場

合があることに留意する必要がある。 

・本モデル検討会で想定した最大クラスの津波は、「東北地方太平洋沖地震を教

訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」報告に示されている二つのレベ

ルの津波のうち、「発生頻度は極めて低いものの、甚大な被害をもたらす最大

クラスの津波」に相当するものである。一般的に、最大クラスの津波の発生頻

度は極めて低いものである。巨大な津波が切迫した状況にあるとは言え、次に

発生する津波が必ずしも最大クラスの津波であるとは限らない。 

・上記の報告では、最大クラスの津波に対しては、「住民等の生命を守ること最



 

52 

 

優先とし、住民の避難を軸に、総合的な津波対策により対応する必要がある」

としている。最大クラスの津波の検討結果の活用にあたっては、このことに留

意する必要がある。 
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（参考１）本検討会における用語の取り扱いについて 

 

本報告は、国や地方公共団体の防災担当者に加えて、防災に関係する地震

や津波の専門家等にも広く活用されることが想定される。このため、この報

告で用いる用語については、一般の方々に分かり易いものとすることと併せ

て、専門家にも誤解なく理解されるものとする必要があることから、断層モ

デル等に関する専門用語については、誤解を与える可能性のある用語を避け

ることが望ましい。本検討会における用語の取り扱いを以下に記す。 

 

（１）強震動生成域及びすべり域 

①強震動生成域（SMGA） 

震度分布を評価するための断層モデルに使用する用語で、断層面のなか

で特に強い地震波（強震動）を発生させる領域を言う。断層面のその他の

領域は、従来と同様、強震動生成域の背景領域と言う。 

②大すべり域、超大すべり域 

大すべり域は、津波を評価するための断層モデルに使用する用語で、断

層面のなかで大きく滑る領域を言う。その中でも特に大きく滑る領域を、

超大すべり域と言う。断層面のその他の領域は、津波背景領域と言う。 

 

（２）「断層モデル」等の呼称 

地震時に動いた断層が震源断層と呼ばれ、この断層モデルを震源断層モ

デルと言う。 

震源断層モデルには、強震動を評価するための断層モデルと、津波を評

価するための断層モデルがある。また、津波を評価するための断層モデル

により海域に形成された地殻変動により津波が発生することから、海域の

地殻変動の領域が津波波源域と呼ばれている。 

これらの用語について、誤解が生じないよう次のとおり分類して整理す

ることとする。 

①震源断層モデル 

地震時に動いた断層が震源断層と呼ばれ、この断層モデルを震源断層モ

デルと言う。 

②強震断層モデル 
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強震動（強震波形、震度）を評価するための断層モデルを強震断層モデ

ルと言う。 

③津波断層モデル 

津波を評価するための地殻変動を計算する断層モデルを津波断層モデル

と言う。 

④震源域（震源断層域） 

地震時に動いた断層の領域であり、強震断層モデル、長周期地震断層モ

デル、津波断層モデルを包絡する領域である。 

なお、強震断層モデル、長周期地震断層モデル、津波断層モデルに対応

する領域を、それぞれ強震断層域、長周期地震断層域、津波断層域と言

う。 
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・日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討の方向性について 

・その他 

３月３０日（月） 第２回 

・【話題提供】津波堆積物関係（平川委員、産総研澤井氏） 

・地震調査委員会の検討状況について（文科省） 

・事務局の検討状況について（事務局） 

・その他 

６月１１日（木） 第３回 
・話題提供（佐竹委員、JAMSTEC 三浦氏） 

・事務局の検討状況について（事務局） 

・その他 

１１月３０日（月） 第４回 
・話題提供（平川委員、産総研 澤井氏） 

・事務局の検討状況について（事務局） 

・その他 

平成２８年 
 ３月 １日（火） 

第５回 

・太平洋プレートの形状について 

・津波堆積物について 

・地殻変動および津波当時の海岸線について 

・防災対策で検討する最大クラスの地震について 

・その他 

６月１３日（月） 第６回 

・話題提供（産業技術総合研究所 七山氏） 

・日本海溝・千島海溝から沈み込む太平洋プレートの形状 

・海水準変動・地殻変動の取り扱い 

・日本海溝・千島海溝の津波の想定 

・その他 

９月１３日（月） 第７回 

・【話題提供】「地震本部による千島海溝・日本海溝沿いの地震活動   

  についての長期評価方針（案）」（文部科学省 中村地震調査管理官） 

・日本海溝・千島海溝から沈み込む太平洋プレートの形状 

・検討対象とする最大クラス及びそれ以外の地震・津波 

・日本海溝・千島海溝沿いの最大クラスの津波の想定 

・その他 

平成２９年  
２月 ６日（月） 

第８回 
・津波の計算に用いるデータ 

・検討対象とする地震 

・千島海溝沿いの最大クラスの津波の想定 

平成２９年 
 ６月１６日（金） 

第９回 

・津波計算に用いる潮位データ 

・津波堆積物標高と津波高の関係 

・インバージョン解析による津波断層モデルの検討 

・検討対象とする地震 

・最大クラスの地震動（震度）の想定 

８月１４日（月） 第１０回 
・検討対象とする地震 

・最大クラスの津波の想定 

・最大クラスの地震動の想定 

平成３０年 
 ２月１６日（金） 

第１１回 
・最大クラスの津波の想定 

・最大クラスの地震動の想定 

８月１７日（金） 第１２回 
・津波堆積物に関する検討 

・最大クラスの津波の想定 

平成３１年 
 ２月２６日（火） 

第１３回 
・津波堆積物に関する検討 

・最大クラスの津波の想定 

令和元年  
９月２５日（水） 

第１４回 
・最大クラスの津波の想定 

・最大クラスの地震動の想定 

令和４年  
２月 ４日（金） 

第１５回 
・日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による震源断層モデルと震度分布・

津波高等に関する報告書（案） 

３月２２日（火） ――― 
「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による震源断層モデルと震度分布・

津波高等に関する報告書」公表 
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